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 議案第 １ 号 

   令和２年度富山市一般会計予算 

 令和２年度富山市の一般会計の予算は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ１６５，５６８，

４８９千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表   

 歳入歳出予算」による。 

 （継続費） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１２条第１項の 

規定による継続費の経費の総額及び年割額は、「第２表 継続費」 

による。 

 （債務負担行為） 

第３条 地方自治法第２１４条の規定により債務を負担することがで 

きる事項、期間及び限度額は、「第３表 債務負担行為」による。 

 （地方債） 

第４条 地方自治法第２３０条第１項の規定により起こすことができ 

る地方債の起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法 

は、「第４表 地方債」による。 

 （一時借入金） 

第５条 地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の 

借入れの最高額は、１２，０００，０００千円と定める。 

 （歳出予算の流用） 

第６条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算 

の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと 

定める。 

(1)  各項に計上した給料、職員手当等及び共済費に係る予算額に過 

不足を生じた場合における同一款内でのこれらの経費の各項の間の 

流用 
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  令和２年２月２８日提出 

 

              富山市長  森   雅  志         
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第１表　歳入歳出予算
歳　入 (単位　千円）

款 項 金額

 1 市税 74,178,974 

 1 市民税 31,507,974 

 2 固定資産税 31,400,000 

 3 軽自動車税 1,180,000 

 4 市たばこ税 2,320,000 

 5 入湯税 94,000 

 6 事業所税 3,610,000 

 7 都市計画税 4,067,000 

 2 地方譲与税 1,445,000 

 1 地方揮発油譲与税 338,000 

 2 自動車重量譲与税 1,015,000 

 3 森林環境譲与税 67,500 

 4 特別とん譲与税 2,500 

 5 航空機燃料譲与税 22,000 

 3 利子割交付金 62,000 

 1 利子割交付金 62,000 

 4 配当割交付金 343,000 

 1 配当割交付金 343,000 

 5 株式等譲渡所得割交付金 224,000 

 1 株式等譲渡所得割交付金 224,000 

 6 法人事業税交付金 803,000 

 1 法人事業税交付金 803,000 

 7 地方消費税交付金 9,615,000 

 1 地方消費税交付金 9,615,000 

 8 ゴルフ場利用税交付金 67,000 

 1 ゴルフ場利用税交付金 67,000 

 9 自動車税環境性能割交付金 129,000 

 1 自動車税環境性能割交付金 129,000 

10 地方特例交付金 370,000 

 1 地方特例交付金 370,000 

11 地方交付税 16,500,000 

 1 地方交付税 16,500,000 

12 交通安全対策特別交付金 70,000 
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(単位　千円）

款 項 金額

 1 交通安全対策特別交付金 70,000 

13 分担金及び負担金 115,893 

 1 負担金 115,893 

14 使用料及び手数料 2,797,298 

 1 使用料 2,440,977 

 2 手数料 356,321 

15 国庫支出金 23,182,239 

 1 国庫負担金 17,191,868 

 2 国庫補助金 5,876,276 

 3 委託金 114,095 

16 県支出金 12,358,929 

 1 県負担金 7,691,434 

 2 県補助金 3,660,350 

 3 委託金 1,007,145 

17 財産収入 356,877 

 1 財産運用収入 297,941 

 2 財産売払収入 58,936 

18 寄附金 61,300 

 1 寄附金 61,300 

19 繰入金 1,560,441 

 1 特別会計繰入金 203,741 

 2 基金繰入金 1,356,700 

20 諸収入 2,995,638 

 1 延滞金、加算金及び過料 90,001 

 2 市預金利子 83 

 3 貸付金元利収入 1,232,645 

 4 受託事業収入 51,390 

 5 収益事業収入 80,000 

 6 雑入 1,541,519 

21 市債 18,332,900 

 1 市債 18,332,900 

165,568,489 歳　　　　入　　　　合　　　　計
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歳　出 (単位　千円）

款 項 金額

 1 議会費 764,969 

 1 議会費 764,969 

 2 総務費 16,822,901 

 1 総務管理費 8,733,979 

 2 企画費 5,069,537 

 3 徴税費 1,503,642 

 4 戸籍住民基本台帳費 1,039,767 

 5 選挙費 188,885 

 6 統計調査費 205,945 

 7 監査委員費 81,146 

 3 民生費 63,465,067 

 1 社会福祉費 29,290,733 

 2 児童福祉費 29,661,852 

 3 生活保護費 3,998,757 

 4 市民生活費 379,529 

 5 青少年女性費 134,195 

 6 災害救助費 1 

 4 衛生費 8,701,455 

 1 保健衛生費 4,638,892 

 2 環境衛生費 4,062,563 

 5 労働費 618,499 

 1 労働諸費 618,499 

 6 農林水産業費 4,645,873 

 1 農業費 1,497,366 

 2 農地費 2,519,110 

 3 林業費 417,060 

 4 水産業費 212,337 

 7 商工費 3,586,860 

 1 商工費 3,586,860 

 8 土木費 23,859,883 

 1 土木管理費 782,583 

 2 道路橋りょう費 5,723,344 

 3 河川水路費 702,947 
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(単位　千円）

款 項 金額

 4 港湾費 2,514 

 5 都市計画費 15,259,407 

 6 住宅費 1,389,088 

 9 消防費 5,207,994 

 1 消防費 5,207,994 

10 教育費 16,125,307 

 1 教育総務費 1,798,644 

 2 小学校費 7,220,992 

 3 中学校費 3,809,137 

 4 幼稚園費 509,442 

 5 社会教育費 2,787,092 

11 災害復旧費 72,000 

 1 農林水産施設災害復旧費 69,500 

 2 公共土木施設災害復旧費 2,500 

12 公債費 21,597,681 

 1 公債費 21,597,681 

13 予備費 100,000 

 1 予備費 100,000 

165,568,489 歳　　　　出　　　　合　　　　計
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（単位 千円） 

第 ２ 表  継 続 費 

 

 

 

款 項 事 業 名 総  額 年 度 年 割 額 

10 教育費 

2 小学校

費 

校 舎 改 築 

事 業 費 

（堀川小学校（その１）） 

２，３８１，３８５

令和２年度 ７１４，２４０

令和３年度 １，６６７，１４５

校 舎 改 築 

事 業 費 

（月岡小学校特別教室棟） 

５６０，８１０

令和２年度 ５６，０８１

令和３年度 ５０４，７２９

校 舎 改 築 

事 業 費 

（速星小学校（その２）） 

５５９，２２５

令和２年度 ２７，９５０

令和３年度 ５３１，２７５

校 舎 改 築 

事 業 費 

（奥田小学校解体） 

２９６，５００

令和２年度 １４８，２５０

令和３年度 １４８，２５０

耐 震 補 強 

事 業 費 

（大久保小学校） 

７１２，３００

令和２年度 ２８４，９２０

令和３年度 ４２７，３８０

3 中学校

費 

学 校 施 設 

整 備 事 業 費 

（月岡中学校屋外避難階段） 

３９，９００

令和２年度 １９，９５０

令和３年度 １９，９５０

校 舎 改 築 

事 業 費 

（西部中学校（その１）） 

１，０４１，３８５

令和２年度 ３１２，３４０

令和３年度 ７２９，０４５

5 社会教

育費 

公 民 館 建 設 

事 業 費 

（長岡公民館） 

２７８，２００

令和２年度 ８３，４６０

令和３年度 １９４，７４０
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第 ３ 表  債 務 負 担 行 為 

 

（単位 千円） 

 

事       項 

 

 

期    間 

 

限  度  額 

ガラス美術館展覧会開催業務委託費 自令和 2 年度至令和 3 年度 ３０，０００ 

ガラス美術館広報活動業務委託費 自令和 2 年度至令和 3 年度 ５，０００ 

納税通知書等運搬業務委託費 自令和 2 年度至令和 3 年度 ７００ 

一般財団法人富山勤労総合福祉セン

ターの勤労総合福祉施設整備費元利償

還金補助金 

自令和 3 年度至令和 5 年度 
２２，２４２ 

及び利子相当額 

富山市土地開発公社による公共用地等

先行取得事業費 
自令和 2 年度至令和 12 年度

４００，０００ 

及び利子相当額 

富山市土地開発公社事業資金債務保証 自令和 2 年度至令和 12 年度
４００，０００ 

及び利子相当額 
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第　４　表　　地　方　債

（単位　千円）

総 務 管 理 費 298,000

企 画 費 445,000

社 会 福 祉 費 6,400

児 童 福 祉 費 896,100

環 境 衛 生 費 64,100

農 地 費 474,800

林 業 費 96,500

水 産 業 費 64,300

商 工 費 7,000

道 路 橋 り ょ う 費 1,301,100

河 川 水 路 費 351,700

都 市 計 画 費 2,922,600

住 宅 費 404,500

消 防 費 916,100

教 育 総 務 費 2,100

小 学 校 費 2,422,300

中 学 校 費 1,294,700

普通貸借
又　　は
証券発行

　　　　　　　％
　　　　　5.0
　　　　　　 以内
（ただし、利率見直し方
式で借入れる資金につい
て、利率の見直しを行っ
た後においては、当該見
直し後の利率）

借入れ先の融通条件によ
る。ただし、市財政の都
合により据置期間及び償
還期限を短縮し、もしく
は繰上償還又は借換えす
ることができる。

起　債　の　目　的 利　　　率 償　還　の　方　法
起債の
方　法

限　度　額
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（単位　千円）

起　債　の　目　的 利　　　率 償　還　の　方　法
起債の
方　法

限　度　額

社 会 教 育 費 545,600

農 林 水 産 施 設
災 害 復 旧 費

20,000

臨 時 財 政 対 策 費 5,800,000
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公 債 管 理 特 別 会 計 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



議案第 ２ 号 

   令和２年度富山市公債管理特別会計予算 

 令和２年度富山市の公債管理特別会計の予算は、次に定めるところ 

による。 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ２４，０４０，１

６１千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 

 歳入歳出予算」による。 

 （地方債） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３０条第１項の 

規定により起こすことができる地方債の起債の目的、限度額、起債 

の方法、利率及び償還の方法は、「第２表 地方債」による。 

  令和２年２月２８日提出 

 

              富山市長  森   雅  志         
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第１表　歳入歳出予算
歳　入 (単位　千円）

款 項 金額

 1 繰入金 21,590,481 

 1 一般会計繰入金 21,590,481 

 2 市債 2,449,680 

 1 市債 2,449,680 

24,040,161 歳　　　　入　　　　合　　　　計
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歳　出 (単位　千円）

款 項 金額

 1 公債費 24,040,161 

 1 公債費 24,040,161 

24,040,161 歳　　　　出　　　　合　　　　計
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第　２　表　　地　方　債

（単位　千円）

起　債　の　目　的 限　度　額
起債の
方　法

利　　率 償　還　の　方　法

借 換 費 2,449,680

普通貸借
又　　は
証券発行

　　　％
　5.0
　　 以内

借入れ先の融通条件による。ただし、
市財政の都合により据置期間及び償還
期限を短縮し、もしくは繰上償還又は
借換えすることができる。
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駐 車 場 事 業 特 別 会 計 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
 
 
 
 
 
 
 



議案第 ３ 号 

   令和２年度富山市駐車場事業特別会計予算 

 令和２年度富山市の駐車場事業特別会計の予算は、次に定めるとこ 

ろによる。 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ３６０，９１４千 

 円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表  

 歳入歳出予算」による。 

  令和２年２月２８日提出 

 

              富山市長  森   雅  志         
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第１表　歳入歳出予算
歳　入 (単位　千円）

款 項 金額

 1 使用料及び手数料 360,596 

 1 使用料 360,596 

 2 財産収入 318 

 1 財産運用収入 318 

360,914 歳　　　　入　　　　合　　　　計
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歳　出 (単位　千円）

款 項 金額

 1 駐車場費 360,914 

 1 駐車場管理費 360,914 

360,914 歳　　　　出　　　　合　　　　計
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母子父子寡婦福祉資金貸付事業特別会計 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
 
 
 
 
 
 
 



議案第 ４ 号 

   令和２年度富山市母子父子寡婦福祉資金貸付事業特別会計予算 

 令和２年度富山市の母子父子寡婦福祉資金貸付事業特別会計の予算 

は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ８１，６１０千円 

と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表  

 歳入歳出予算」による。 

 （地方債） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３０条第１項の 

規定により起こすことができる地方債の起債の目的、限度額、起債 

の方法、利率及び償還の方法は、「第２表 地方債」による。 

  令和２年２月２８日提出 

 

              富山市長  森   雅  志        
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第１表　歳入歳出予算
歳　入 (単位　千円）

款 項 金額

 1 繰入金 24,510 

 1 一般会計繰入金 24,510 

 2 繰越金 4,553 

 1 繰越金 4,553 

 3 諸収入 15,627 

 1 貸付金元利収入 15,626 

 2 雑入 1 

 4 市債 36,920 

 1 市債 36,920 

81,610 歳　　　　入　　　　合　　　　計
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歳　出 (単位　千円）

款 項 金額

 1 母子父子寡婦福祉資金貸付事業費 81,610 

 1 母子父子寡婦福祉資金貸付事業費 81,610 

81,610 歳　　　　出　　　　合　　　　計
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第　２　表　　地　方　債

（単位　千円）

起　債　の　目　的 限　度　額
起債の
方　法

利　　率 償　還　の　方　法

母子父子寡婦福祉
資 金 貸 付 事 業 費

36,920 普通貸借 　無利子
母子及び父子並びに寡婦福祉法第37条
第2項、同法施行令第42条の規定によ
る。
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後期高齢者医療事業特別会計 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 





議案第 ５ 号 

   令和２年度富山市後期高齢者医療事業特別会計予算 

 令和２年度富山市の後期高齢者医療事業特別会計の予算は、次に定 

めるところによる。 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ１０，９２４，５

７０千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表  

 歳入歳出予算」による。 

  令和２年２月２８日提出 

 

              富山市長  森   雅  志         
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第１表　歳入歳出予算
歳　入 (単位　千円）

款 項 金額

 1 後期高齢者医療保険料 4,580,319 

 1 後期高齢者医療保険料 4,580,319 

 2 繰入金 6,171,401 

 1 一般会計繰入金 6,171,401 

 3 諸収入 172,850 

 1 受託事業収入 157,137 

 2 償還金及び還付加算金 15,500 

 3 雑入 13 

 4 延滞金及び過料 200 

10,924,570 歳　　　　入　　　　合　　　　計
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歳　出 (単位　千円）

款 項 金額

 1 総務費 287,695 

 1 総務管理費 270,474 

 2 徴収費 17,221 

 2 後期高齢者医療広域連合納付金 10,620,375 

 1 後期高齢者医療広域連合納付金 10,620,375 

 3 諸支出金 15,500 

 1 償還金及び還付加算金 15,500 

 4 予備費 1,000 

 1 予備費 1,000 

10,924,570 歳　　　　出　　　　合　　　　計
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まちなか診療所事業特別会計 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
 
 
 
 
 
 
 



議案第 ６ 号 

   令和２年度富山市まちなか診療所事業特別会計予算 

 令和２年度富山市のまちなか診療所事業特別会計の予算は、次に定 

めるところによる。 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ１４２，０９４千

円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表  

 歳入歳出予算」による。 

  令和２年２月２８日提出 

 

              富山市長  森   雅  志         
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第１表　歳入歳出予算
歳　入 (単位　千円）

款 項 金額

 1 診療収入 100,296 

 1 外来収入 100,296 

 2 介護収入 5,076 

 1 在宅介護収入 5,076 

 3 使用料及び手数料 384 

 1 手数料 384 

 4 繰入金 36,337 

 1 一般会計繰入金 36,337 

 5 諸収入 1 

 1 雑入 1 

142,094 歳　　　　入　　　　合　　　　計
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歳　出 (単位　千円）

款 項 金額

 1 総務費 124,292 

 1 施設管理費 124,292 

 2 医業費 17,802 

 1 医業費 17,802 

142,094 歳　　　　出　　　　合　　　　計
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介 護 保 険 事 業 特 別 会 計 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
 
 
 
 
 
 
 



議案第 ７ 号 

   令和２年度富山市介護保険事業特別会計予算 

 令和２年度富山市の介護保険事業特別会計の予算は、次に定めると 

ころによる。 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ４３，９１３，２

４４千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表  

 歳入歳出予算」による。 

 （歳出予算の流用） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２２０条第２項た 

だし書の規定により歳出予算の各項の経費の金額を流用することが 

できる場合は、次のとおりと定める。 

(1)  保険給付費の各項に計上した予算額に過不足を生じた場合にお 

ける同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用 

  令和２年２月２８日提出 

 

              富山市長  森   雅  志         
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第１表　歳入歳出予算
歳　入 (単位　千円）

款 項 金額

 1 保険料 9,081,176 

 1 介護保険料 9,081,176 

 2 使用料及び手数料 1,848 

 1 総務手数料 1,848 

 3 国庫支出金 9,894,476 

 1 国庫負担金 7,481,045 

 2 国庫補助金 2,413,431 

 4 支払基金交付金 11,469,513 

 1 支払基金交付金 11,469,513 

 5 県支出金 6,156,369 

 1 県負担金 5,858,633 

 2 県補助金 297,736 

 6 財産収入 2,737 

 1 財産運用収入 2,737 

 7 繰入金 7,287,956 

 1 一般会計繰入金 6,658,723 

 2 基金繰入金 629,233 

 8 諸収入 19,169 

 1 延滞金、加算金及び過料 2 

 2 第三者納付金 15,000 

 3 返納金 1 

 4 雑入 4,166 

43,913,244 歳　　　　入　　　　合　　　　計
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歳　出 (単位　千円）

款 項 金額

 1 総務費 776,380 

 1 総務管理費 356,508 

 2 徴収費 37,731 

 3 介護認定審査会費 374,488 

 4 趣旨普及費 7,653 

 2 保険給付費 41,060,168 

 1 介護サービス等諸費 38,011,390 

 2 介護予防サービス等諸費 858,559 

 3 その他諸費 51,482 

 4 高額介護サービス等費 951,367 

 5 高額医療合算介護サービス費 133,296 

 6 特定入所者介護サービス等費 1,054,074 

 3 地域支援事業費 2,053,805 

 1 介護予防・生活支援サービス事業費 1,310,920 

 2 一般介護予防事業費 127,692 

 3 包括的支援事業・任意事業費 615,193 

 4 基金積立金 2,741 

 1 基金積立金 2,741 

 5 諸支出金 20,150 

 1 償還金及び還付加算金 20,150 

43,913,244 歳　　　　出　　　　合　　　　計
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国 民 健 康 保 険 事 業 特 別 会 計 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
 

 
 
 
 
 
 
 



議案第 ８ 号 

   令和２年度富山市国民健康保険事業特別会計予算 

 令和２年度富山市の国民健康保険事業特別会計の予算は、次に定め 

るところによる。 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ３３，６０２，３

３１千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表  

 歳入歳出予算」による。 

 （一時借入金） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３５条の３第２ 

項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、１ , ０００，００ 

０千円と定める。 

 （歳出予算の流用） 

第３条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算 

の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと 

定める。 

(1)  保険給付費の各項に計上した予算額に過不足を生じた場合にお 

ける同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用 

  令和２年２月２８日提出 

 

              富山市長  森   雅  志         
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第１表　歳入歳出予算
歳　入 (単位　千円）

款 項 金額

 1 国民健康保険料 6,699,891 

 1 国民健康保険料 6,699,891 

 2 国庫支出金 16,633 

 1 国庫補助金 16,633 

 3 県支出金 24,223,402 

 1 県負担金・補助金 24,223,402 

 4 財産収入 3,572 

 1 財産運用収入 3,572 

 5 繰入金 2,609,606 

 1 一般会計繰入金 2,609,606 

 6 繰越金 1 

 1 繰越金 1 

 7 諸収入 49,226 

 1 延滞金、加算金及び過料 1,102 

 2 市預金利子 10 

 3 雑入 48,114 

33,602,331 歳　　　　入　　　　合　　　　計
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歳　出 (単位　千円）

款 項 金額

 1 総務費 484,618 

 1 総務管理費 418,187 

 2 運営協議会費 280 

 3 趣旨普及費 2,733 

 4 特別対策事業費 63,418 

 2 保険給付費 24,009,105 

 1 療養諸費 21,048,415 

 2 高額療養費 2,866,450 

 3 移送費 300 

 4 出産育児諸費 79,840 

 5 葬祭諸費 14,100 

 3 国民健康保険事業費納付金 8,778,184 

 1 医療給付費分 5,918,204 

 2 後期高齢者支援金等分 2,119,731 

 3 介護納付金分 740,249 

 4 保健事業費 283,876 

 1 特定健康診査等事業費 214,846 

 2 保健事業費 69,030 

 5 基金積立金 3,572 

 1 基金積立金 3,572 

 6 公債費 375 

 1 公債費 375 

 7 諸支出金 41,601 

 1 償還金及び還付加算金 41,601 

 8 予備費 1,000 

 1 予備費 1,000 

33,602,331 歳　　　　出　　　　合　　　　計
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企 業 団 地 造 成 事 業 特 別 会 計 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
 
 
 
 
 
 
 



議案第 ９ 号 

   令和２年度富山市企業団地造成事業特別会計予算 

 令和２年度富山市の企業団地造成事業特別会計の予算は、次に定め 

るところによる。 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ１，２２１，８６

９千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表  

 歳入歳出予算」による。 

（地方債） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３０条第１項の 

規定により起こすことができる地方債の起債の目的、限度額、起債 

の方法、利率及び償還の方法は、「第２表 地方債」による。 

  令和２年２月２８日提出 

 

              富山市長  森   雅  志         
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第１表　歳入歳出予算
歳　入 (単位　千円）

款 項 金額

 1 財産収入 106,670 

 1 財産運用収入 103,270 

 2 財産売払収入 3,400 

 2 繰入金 87,946 

 1 一般会計繰入金 87,946 

 3 諸収入 253 

 1 雑入 253 

 4 市債 1,027,000 

 1 市債 1,027,000 

1,221,869 歳　　　　入　　　　合　　　　計

- 40 -



歳　出 (単位　千円）

款 項 金額

 1 企業団地造成事業費 1,096,718 

 1 企業団地造成事業費 1,096,718 

 2 公債費 125,151 

 1 公債費 125,151 

1,221,869 歳　　　　出　　　　合　　　　計
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第　２　表　　地　方　債

（単位　千円）

起　債　の　目　的 限　度　額
起債の
方　法

利　　率 償　還　の　方　法

企業団地造成事業費 1,027,000

普通貸借
又　　は
証券発行

　　　％
　5.0
　　 以内

借入れ先の融通条件による。ただし、
市財政の都合により据置期間及び償還
期限を短縮し、もしくは繰上償還又は
借換えすることができる。
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白 樺 ハ イ ツ 事 業 特 別 会 計 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
 
 
 
 
 
 
 



議案第 １ ０ 号 

   令和２年度富山市白樺ハイツ事業特別会計予算 

 令和２年度富山市の白樺ハイツ事業特別会計の予算は、次に定める 

ところによる。 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ３３，４７３千円 

と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表  

 歳入歳出予算」による。 

  令和２年２月２８日提出 

 

              富山市長  森   雅  志  
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第１表　歳入歳出予算
歳　入 (単位　千円）

款 項 金額

 1 繰入金 33,473 

 1 一般会計繰入金 33,473 

33,473 歳　　　　入　　　　合　　　　計
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歳　出 (単位　千円）

款 項 金額

 1 白樺ハイツ事業費 30,711 

 1 白樺ハイツ事業費 30,711 

 2 公債費 2,762 

 1 公債費 2,762 

33,473 歳　　　　出　　　　合　　　　計
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牛岳温泉健康センター事業特別会計 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
 
 
 
 
 
 
 



議案第 １ １ 号 

   令和２年度富山市牛岳温泉健康センター事業特別会計予算 

 令和２年度富山市の牛岳温泉健康センター事業特別会計の予算は、 

次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ４６，１６４千円 

と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表  

 歳入歳出予算」による。 

  令和２年２月２８日提出 

 

              富山市長  森   雅  志         
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第１表　歳入歳出予算
歳　入 (単位　千円）

款 項 金額

 1 使用料及び手数料 27 

 1 使用料 27 

 2 繰入金 46,137 

 1 一般会計繰入金 46,137 

46,164 歳　　　　入　　　　合　　　　計
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歳　出 (単位　千円）

款 項 金額

 1 牛岳温泉事業費 46,164 

 1 牛岳温泉事業費 46,164 

46,164 歳　　　　出　　　　合　　　　計
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牛岳温泉スキー場事業特別会計 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
 
 
 
 
 
 
 



議案第 １ ２ 号 

   令和２年度富山市牛岳温泉スキー場事業特別会計予算 

 令和２年度富山市の牛岳温泉スキー場事業特別会計の予算は、次に 

定めるところによる。 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ１５６，５２５千 

円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表  

 歳入歳出予算」による。 

（地方債） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３０条第１項の 

規定により起こすことができる地方債の起債の目的、限度額、起債 

の方法、利率及び償還の方法は、「第２表 地方債」による。 

 （一時借入金） 

第３条 地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の 

借入れの最高額は、２００，０００千円と定める。 

  令和２年２月２８日提出 

 

              富山市長  森   雅  志         
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第１表　歳入歳出予算
歳　入 (単位　千円）

款 項 金額

 1 事業収入 100,000 

 1 事業収入 100,000 

 2 繰入金 47,179 

 1 一般会計繰入金 47,179 

 3 繰越金 1 

 1 繰越金 1 

 4 諸収入 545 

 1 市預金利子 1 

 2 雑入 544 

 5 市債 8,800 

 1 市債 8,800 

156,525 歳　　　　入　　　　合　　　　計
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歳　出 (単位　千円）

款 項 金額

 1 スキー場事業費 121,193 

 1 スキー場事業費 121,193 

 2 公債費 35,332 

 1 公債費 35,332 

156,525 歳　　　　出　　　　合　　　　計
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第　２　表　　地　方　債

（単位　千円）

起　債　の　目　的 限　度　額
起債の
方　法

利　　率 償　還　の　方　法

ス キ ー 場
整 備 事 業 費

8,800

普通貸借
又　　は
証券発行

　　　％
　5.0
　　 以内

借入れ先の融通条件による。ただし、
市財政の都合により据置期間及び償還
期限を短縮し、もしくは繰上償還又は
借換えすることができる。
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競 輪 事 業 特 別 会 計 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
 
 
 
 
 
 
 



議案第 １ ３ 号 

   令和２年度富山市競輪事業特別会計予算 

 令和２年度富山市の競輪事業特別会計の予算は、次に定めるところ 

による。 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ１３，３３２，２

４３千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表  

 歳入歳出予算」による。 

 （一時借入金） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３５条の３第２ 

項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、６，０００，００ 

０千円と定める。 

  令和２年２月２８日提出 

 

              富山市長  森   雅  志         
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第１表　歳入歳出予算
歳　入 (単位　千円）

款 項 金額

 1 競輪事業収入 13,277,921 

 1 競輪事業収入 13,277,921 

 2 財産収入 1,712 

 1 財産運用収入 1,712 

 3 繰越金 1,000 

 1 繰越金 1,000 

 4 諸収入 51,610 

 1 市預金利子 50 

 2 雑入 51,560 

13,332,243 歳　　　　入　　　　合　　　　計
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歳　出 (単位　千円）

款 項 金額

 1 競輪費 13,326,924 

 1 競輪費 13,326,924 

 2 公債費 5,319 

 1 公債費 5,319 

13,332,243 歳　　　　出　　　　合　　　　計
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農 業 集 落 排 水 事 業 特 別 会 計 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
 
 
 
 
 
 
 



議案第 １ ４ 号 

   令和２年度富山市農業集落排水事業特別会計予算 

 令和２年度富山市の農業集落排水事業特別会計の予算は、次に定め 

るところによる。 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ１，４７６，５３

９千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表  

 歳入歳出予算」による。 

 （地方債） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３０条第１項の 

 規定により起こすことができる地方債の起債の目的、限度額、起債 

 の方法、利率及び償還の方法は、「第２表 地方債」による。 

 （一時借入金） 

第３条 地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の 

借入れの最高額は、５００，０００千円と定める。 

  令和２年２月２８日提出 

 

              富山市長  森   雅  志         
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第１表　歳入歳出予算
歳　入 (単位　千円）

款 項 金額

 1 分担金及び負担金 1,000 

 1 分担金 1,000 

 2 使用料及び手数料 316,025 

 1 使用料 316,025 

 3 国庫支出金 70,000 

 1 国庫補助金 70,000 

 4 繰入金 1,047,312 

 1 一般会計繰入金 1,047,312 

 5 諸収入 29,802 

 1 雑入 29,802 

 6 市債 12,400 

 1 市債 12,400 

1,476,539 歳　　　　入　　　　合　　　　計
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歳　出 (単位　千円）

款 項 金額

 1 農業集落排水整備費 553,718 

 1 管理費 534,718 

 2 農業集落排水建設費 19,000 

 2 公債費 922,821 

 1 公債費 922,821 

1,476,539 歳　　　　出　　　　合　　　　計
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第　２　表　　地　方　債

（単位　千円）

起　債　の　目　的 限　度　額
起債の
方　法

利　　率 償　還　の　方　法

農業集落排水事業費 12,400

普通貸借
又　　は
証券発行

　　　％
　5.0
　　 以内

借入れ先の融通条件による。ただし、
市財政の都合により据置期間及び償還
期限を短縮し、もしくは繰上償還又は
借換えすることができる。
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公設地方卸売市場事業特別会計 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
 
 
 
 
 
 
 



議案第 １ ５ 号 

   令和２年度富山市公設地方卸売市場事業特別会計予算 

 令和２年度富山市の公設地方卸売市場事業特別会計の予算は、次に 

定めるところによる。 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ３６３，１２４千 

円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表  

 歳入歳出予算」による。 

 （一時借入金） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３５条の３第２ 

項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、２００，０００千 

円と定める。 

  令和２年２月２８日提出 

 

              富山市長  森   雅  志         

 

 

- 63 -



第１表　歳入歳出予算
歳　入 (単位　千円）

款 項 金額

 1 使用料及び手数料 177,173 

 1 使用料 177,173 

 2 繰入金 161,690 

 1 一般会計繰入金 161,690 

 3 諸収入 24,261 

 1 雑入 24,261 

363,124 歳　　　　入　　　　合　　　　計
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歳　出 (単位　千円）

款 項 金額

 1 公設地方卸売市場費 265,753 

 1 総務管理費 211,637 

 2 建設事業費 54,116 

 2 公債費 97,371 

 1 公債費 97,371 

363,124 歳　　　　出　　　　合　　　　計
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軌 道 整 備 事 業 特 別 会 計 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
 
 
 
 
 
 
 



議案第 １ ６ 号 

   令和２年度富山市軌道整備事業特別会計予算 

 令和２年度富山市の軌道整備事業特別会計の予算は、次に定めると 

ころによる。 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ２７，６９８千円 

と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表  

 歳入歳出予算」による。 

  令和２年２月２８日提出 

 

              富山市長  森   雅  志         
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第１表　歳入歳出予算
歳　入 (単位　千円）

款 項 金額

 1 使用料及び手数料 22,080 

 1 使用料 22,080 

 2 財産収入 15 

 1 財産運用収入 15 

 3 寄附金 3,400 

 1 寄附金 3,400 

 4 諸収入 214 

 1 雑入 214 

 5 繰越金 1,989 

 1 繰越金 1,989 

27,698 歳　　　　入　　　　合　　　　計
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歳　出 (単位　千円）

款 項 金額

 1 軌道整備事業費 27,698 

 1 軌道整備事業費 27,698 

27,698 歳　　　　出　　　　合　　　　計
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賃貸住宅・店舗事業特別会計 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
 
 
 
 
 
 
 



議案第 １ ７ 号 

   令和２年度富山市賃貸住宅・店舗事業特別会計予算 

 令和２年度富山市の賃貸住宅・店舗事業特別会計の予算は、次に定 

めるところによる。 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ１６０，６３２千 

円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表  

 歳入歳出予算」による。 

  令和２年２月２８日提出 

 

              富山市長  森   雅  志         
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第１表　歳入歳出予算
歳　入 (単位　千円）

款 項 金額

 1 使用料及び手数料 116,751 

 1 使用料 116,751 

 2 国庫支出金 7,364 

 1 国庫補助金 7,364 

 3 財産収入 49 

 1 財産運用収入 49 

 4 諸収入 13,580 

 1 雑入 13,580 

 5 繰入金 22,888 

 1 基金繰入金 22,888 

160,632 歳　　　　入　　　　合　　　　計
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歳　出 (単位　千円）

款 項 金額

 1 賃貸住宅・店舗事業費 79,648 

 1 総務費 79,648 

 2 公債費 80,984 

 1 公債費 80,984 

160,632 歳　　　　出　　　　合　　　　計
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水 道 事 業 会 計 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
 
 
 
 
 
 
 



議案第 １ ８ 号 

令和２年度富山市水道事業会計予算 

 （総 則） 

第１条 令和２年度富山市水道事業会計の予算は、次に定めるところ 

による。 

（業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。  

（１）給 水 栓 数            １８９，９５８栓 

（２）年 間 総 給 水 量         ４４，１８６，０００ｍ
３
 

（３）１ 日 平 均 給 水 量            １２１，０５８ｍ
３ 

（４）主要な建設改良事業 

   配 水 施 設 費      ３，８８９，９８９千円 

（収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

収          入 

第１款  水 道 事 業 収 益     ７，８７９，２７７千円 

第１項  営 業 収 益    ６，６８２，７７７千円 

第２項  営 業 外 収 益    １，１９２，０８０千円 

第３項  特 別 利 益        ４，４２０千円 

支          出 

第１款  水 道 事 業 費     ７，３２１，９０９千円 

第１項  営 業 費 用    ６，４２３，９４７千円 

  第２項  営 業 外 費 用      ８８５，３２４千円 

  第３項  特 別 損 失       １１，６３８千円 

  第４項  予 備 費        １，０００千円 

 （資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本 

的収入額が資本的支出額に対し不足する額４，１０２，２６０千円 

は、過年度分損益勘定留保資金１，００１，５５２千円、当年度分 

損益勘定留保資金２，７８７，１５７千円及び当年度分消費税及び 
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地方消費税資本的収支調整額３１３，５５１千円で補填するものと 

する。）。 

収          入 

  第１款  資 本 的 収 入     ２，５１６，７９３千円 

   第１項  企 業 債   １，９１４，２００千円 

   第２項  他 会 計 出 資 金      ８２，１０５千円 

   第３項  他 会 計 負 担 金      １８，４８１千円 

   第４項  固 定 資 産 売 却 代 金       ６，７６４千円 

   第５項  国 庫 補 助 金     ３９８，２８０千円 

   第６項  工 事 負 担 金      ９６，９６３千円 

支          出 

第１款  資 本 的 支 出     ６，６１９，０５３千円 

 第１項  建 設 改 良 費   ４，２５５，０５９千円 

  第２項  企 業 債 償 還 金   ２，３６３，９９４千円 

（企業債） 

第５条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、 

 次のとおりと定める。 

起債の目的 限  度  額 
起 債 の

方  法 
利   率 償 還 の 方 法 

 

 

 

 

配水施設整 

備事業費 

 

 

 

 
1,914,200千円  

 

 

普 通 貸

借 又 は

証 券 発

行 

 

 

 

5.0 ％以内 

（ただし、利

率見直し方式

で借入れる資

金について ､

利率の見直し

を行った後に

おいては、当

該見直し後の

利率） 

借入先の融通

条件による。

ただし、市財

政の都合によ

り据置期間及

び償還期限を

短縮し、もし

くは繰上償還

又は借換えす

ることができ

る。 

（一時借入金） 

第６条 一時借入金の限度額は、２，４００，０００千円と定める。 

（予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第７条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、
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次のとおりと定める。 

（１）第１款水道事業費のうち、第１項営業費用、第２項営業外費用、 

第３項特別損失に係る予算額に過不足を生じた場合における項間 

の流用。 

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第８条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の 

経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用 

する場合は、議会の議決を経なければならない。 

（１）職 員 給 与 費            ７７８，４８７千円 

（２）交 際 費                １６８千円 

（たな卸資産購入限度額） 

第９条 たな卸資産の購入限度額は、６６，８９９千円と定める。 

令和２年２月２８日提出 

 

富山市長  森   雅  志 
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工 業 用 水 道 事 業 会 計 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
 
 
 
 
 
 
 



議案第 １ ９ 号 

令和２年度富山市工業用水道事業会計予算 

 （総 則） 

第１条 令和２年度富山市工業用水道事業会計の予算は、次に定める 

ところによる。 

（業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

（１）給 水 事 業 所 数               １８事業所 

（２）年 間 総 給 水 量         ３１，６０９，０００ｍ
３
 

（３）１ 日 平 均 給 水 量             ８６，６００ｍ
３
 

（収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

収          入 

第１款  工業用水道事業収益       ４８２，５３６千円 

第１項  営 業 収 益      ４５３，６５８千円 

  第２項  営 業 外 収 益       ２８，８７８千円 

支          出 

第１款  工 業 用 水 道 事 業 費       ３６３，５９４千円 

 第１項  営 業 費 用      ３２１，８７７千円 

 第２項  営 業 外 費 用       ３９，８１７千円 

 第３項  特 別 損 失        １，８００千円 

 第４項  予 備 費          １００千円 

 （資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本 

的収入額が資本的支出額に対し不足する額２０３，１８３千円は、 

 減債積立金１３９，２５８千円、過年度分損益勘定留保資金５８， 

１１５千円及び当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額５ 

，８１０千円で補填するものとする。）。 

          収          入 

 第１款  資 本 的 収 入         １０，０３４千円 
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  第１項  固 定 資 産 売 却 代 金          ３４千円 

  第２項  工 事 負 担 金      １０，０００千円 

        支          出 

第１款  資 本 的 支 出        ２１３，２１７千円 

第１項  建 設 改 良 費      ７３，９５９千円 

第２項  企 業 債 償 還 金     １３９，２５８千円 

（一時借入金） 

第５条 一時借入金の限度額は、１４０，０００千円と定める。 

（予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第６条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、

次のとおりと定める。 

（１）第１款工業用水道事業費のうち、第１項営業費用、第２項営業 

 外費用、第３項特別損失に係る予算額に過不足を生じた場合にお 

ける項間の流用。 

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第７条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の 

経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用 

する場合は、議会の議決を経なければならない。 

（１）職 員 給 与 費             ３０，１８０千円 

（たな卸資産購入限度額） 

第８条 たな卸資産の購入限度額は、１１０千円と定める。 

令和２年２月２８日提出 

 

富山市長  森   雅  志 
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公 共 下 水 道 事 業 会 計 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
 
 
 
 
 
 
 



議案第 ２ ０ 号 

令和２年度富山市公共下水道事業会計予算 

 （総 則） 

第１条 令和２年度富山市公共下水道事業会計の予算は、次に定める 

ところによる。 

（業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

（１）水 洗 化 戸 数            １２４，２９３戸 

（２）年 間 総 処 理 水 量         ５６，８４１，１３３ｍ
３
 

（３）１日平均処理水量            １５５，７２９ｍ
３
 

（４）主要な建設改良事業 

公 共 下 水 道 築 造 費  ３，５７３，０００千円 

流 域 関 連 公 共 下 水 道 築 造 費    １２３，０００千円 

特定環境保全公共下水道築造費    ４９９，０００千円 

流域関連特定環境保全公共下水道築造費     ２１９，０００千円 

（収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

収          入 

第１款  下 水 道 事 業 収 益    １６，８２８，９３０千円 

第１項  営 業 収 益   １２，０２８，２２５千円 

第２項  営 業 外 収 益    ４，８００，７０５千円 

支          出 

第１款  下 水 道 事 業 費    １４，８９７，４０５千円 

第１項  営 業 費 用   １２，６１０，０６６千円 

第２項  営 業 外 費 用    ２，２７０，３３９千円 

  第３項  特 別 損 失       １６，０００千円 

  第４項  予 備 費        １，０００千円 

 （資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本 

的収入額が資本的支出額に対し不足する額６，９２２，４６６千円 
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は、過年度分損益勘定留保資金３１１，６５９千円、当年度分損益 

勘定留保資金６，３４９，３４９千円及び当年度分消費税及び地方 

消費税資本的収支調整額２６１，４５８千円で補填するものとする。

）。 

収          入 

第１款  資 本 的 収 入      ８，３３５，７４１千円 

第１項  企 業 債    ４，６６０，９４８千円 

第２項  国 庫 補 助 金    １，７２６，０００千円 

第３項  他 会 計 出 資 金    １，７３０，１８７千円 

第４項  負 担 金 及 び 分 担 金      ２１３，３７８千円 

第５項  貸 付 金 返 還 金        ５，２２８千円 

        支          出  

第１款  資 本 的 支 出     １５，２５８，２０７千円 

第１項  建 設 改 良 費    ５，１９２，２５５千円 

 第２項  企 業 債 償 還 金   １０，０５５，９５２千円 

 第３項  投  資       １０，０００千円 

（継続費） 

第５条 継続費の総額及び年割額は、次のとおりと定める。 

款  項  事  業  名 総  額 年  度 年  割  額 

1

資

本  

的

支

出  

1

建

設  

改

良

費  

長江東町第

２貯留池整

備事業費 

,560,000千円  

令和 2 年度 297,000千円

令和 3 年度 263,000千円

（企業債） 

第６条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、 

 次のとおりと定める。 
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起 債の目的 限  度  額 
起 債 の

方  法 
利   率 償 還 の 方 法 

公 共下水道 

整 備事業費 
3,734,600千円  

普 通 貸 

借 又 は

証 券 発 

行 

5.0 ％以内 

（ただし、利

率見直し方式

で借入れる資

金について、

利率の見直し

を行った後に

おいては、当

該見直し後の

利率） 

 

借入先の融通

条件による。

ただし、市財

政の都合によ

り据置期間及

び償還期限を

短縮し、もし

くは繰上償還

又は借換えす

ることができ

る。 

借  換  費 a,926,348千円  

（一時借入金） 

第７条 一時借入金の限度額は、１０，０００，０００千円と定める。 

（予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第８条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、

次のとおりと定める。 

（１）第１款下水道事業費のうち、第１項営業費用、第２項営業外費 

 用、第３項特別損失に係る予算額に過不足を生じた場合における 

項間の流用。 

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第９条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の 

経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用 

する場合は、議会の議決を経なければならない。 

（１）職 員 給 与 費            ５６７，２２８千円 

（他会計からの補助金） 

第１０条 下水道事業費の一部に充当するため、一般会計からこの会 

計へ補助を受ける金額は、７６，７９０千円である。 

  令和２年２月２８日提出 

 

富山市長  森   雅  志 
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病 院 事 業 会 計 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
 
 



議案第 ２ １ 号 

令和２年度富山市病院事業会計予算 

 （総 則） 

第１条 令和２年度富山市病院事業会計の予算は、次に定めるところ 

による。 

（業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

（１）病   床   数 

     一 般   精 神   感染症      計 

     ５８９床   ５０床    ６床    ６４５床 

（２）年 間 患 者 数 

     入 院 １６４，８５５人  外 来 ２７９，６９３人 

（３）一 日 平 均 患 者 数   

     入 院     ４５２人  外 来   １，１５１人 

（４）主要な建設改良事業 

     施設工事費及び資産購入費     ６５３，０１９千円 

 （収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

          収         入  

第１款  病院事業収益       １４，１０８，５６３千円 

第１項  医 業 収 益      １３，１００，９７３千円 

第２項  医 業 外 収 益       １，００７，５８０千円 

第３項  特 別 利 益              １０千円 

支         出 

第１款  病 院 事 業 費         １４，２５１，６４９千円 

  第１項  医 業 費 用      １３，９９３，７２４千円 

  第２項  医 業 外 費 用         ２５７，６２５千円 

  第３項  予 備 費             ３００千円 

（資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本 
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 的収入額が資本的支出額に対し不足する額６３１，２５１千円は過 

年度分損益勘定留保資金５７１，８８６千円及び当年度分消費税及 

び地方消費税資本的収支調整額５９，３６５千円で補填するものと 

する。）。 

           収         入  

第１款  資 本 的 収 入          ７６１，７２４千円 

  第１項  企 業 債         ６４４，９００千円 

  第２項  出 資 金         １１３，６７７千円 

  第３項  県 補 助 金           ３，１３７千円 

  第４項  寄 附 金              １０千円 

           支         出  

 第１款  資 本 的 支 出        １，３９２，９７５千円 

  第１項  建 設 改 良 費         ６５３，０１９千円 

  第２項  企業債償還金         ７３９，９５６千円 

 （企業債） 

第５条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、 

次のとおりと定める。 

起債の目的 限 度 額 
起債の

方 法 
利  率 償還の方法  

病 院 事 業 建

設 改 良 事 業

費 

644,900千円 

普 通 貸

借 又 は

証 券 発

行 

5.0 ％以内 

（ただし、利

率見直し方式

で借入れる資

金について、

利率の見直し

を行った後に

おいては、当

該見直し後の

利率） 

借入先の融通

条件による。

ただし、市財

政の都合によ

り据置期間及

び償還期限を

短縮し、もし

くは繰上償還

又は借換えす

ることができ

る。 

（一時借入金） 

第６条 一時借入金の限度額は、３，０００，０００千円と定める。 

 （予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第７条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、 
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 次のとおりと定める。 

（１）第１款病院事業費のうち、第１項医業費用、第２項医業外費用 

に係る予算額に過不足を生じた場合における項間の流用。 

 （議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第８条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の 

 経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用 

 する場合は、議会の議決を経なければならない。 

（１）職員給与費            ７，７２６，２９８千円 

（２）交 際 費                  ３６０千円 

 （他会計からの補助金） 

第９条 病院事業費の一部に充当するため、一般会計からこの会計へ 

補助を受ける金額は、３４９，４０７千円である。 

（たな卸資産購入限度額） 

第１０条 たな卸資産の購入限度額は、１，５５１，３７９千円と定 

 める。 

（重要な資産の取得） 

第１１条 重要な資産の取得は、次のとおりとする。 

         種 類     名    称    数 量 

 取得する資産 医 療 器 械    手 術 顕 微 鏡     １台 

  令和２年２月２８日提出 

 

富山市長  森   雅  志 
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議案第 ２ ２ 号 

富山市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関す

る条例の一部を改正する条例制定の件 

富山市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条

例の一部を改正する条例を次のように定める。 

令和２年２月２８日提出 

 

              富山市長   森    雅   志 

 

富山市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関す

る条例の一部を改正する条例 

富山市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条

例（平成１７年富山市条例第５３号）の一部を次のように改正する。 

 第３条に次の４項を加える。   

４ 年額による報酬を受ける特別職の職員が、任期満了となり辞職し、 

失職し、又は死亡したときは、その職を退いた日までの報酬を支給 

する。 

５ 第１項の規定により月額による報酬を受ける特別職の職員に報酬 

を支給する場合であって、月の初日から支給するとき以外のときは、

その報酬の額は、その月の現日数を基礎として、日割りによって計 

算する。 

６ 第１項又は第４項の規定により年額による報酬を受ける特別職の 

職員に報酬を支給する場合であって、年度の初日から支給するとき 

以外のとき、又は年度の末日まで支給するとき以外のときは、その 

報酬の額は、その年度の現日数を基礎として日割りによって計算す 

る。 

７ 前各項の規定により難い特別の事情がある場合には、任命権者が 

別に定める方法により支給することができる。 

 第４条第３号を次のように改める。 

 (3) 年額と定められている者に対しては、毎年３月３１日（分割し 
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を

て支給する場合にあっては、任命権者が別に定める日） 

 第４条に次の１項を加える。 

２ 前項の規定により難い特別の事情がある場合には、任命権者が別 

に定める日に支給することができる。 

 別表中 

「 

選挙長・開票管理者 日額 １０，８００円 市 長 が

任 命 権

者 と 協

議 し て

定 め る

額 

投票所の投票管理者 日額 １２，８００円

期日前投票所の投票管理者 日額 １１，３００円

投票所の投票立会人及び不

在者投票における投票立会

人のうち選挙管理委員会が

任命したもの 

日額１０，９００円を

超えない範囲内におい

て任命権者が定める額

期日前投票所の投票立会人 日額９，６００円を超

えない範囲内において

任命権者が定める額 

開票立会人・選挙立会人 日額 ８，９００円  

審理員 日額 ３０，０００円  

                             」 

「 

スポーツ推進委員 年額 １８，６００円 市 長 が

任 命 権

者 と 協

議 し て

定 め る

額 

審理員 日額 ３０，０００円

国民生活基礎調査員及び社

会保障・人口問題基本調査

員 

国が定める単価に基づ

き任命権者が定める額

保育所の嘱託医及び嘱託歯

科医 

年額 一の保育所につ

き次に掲げる額の合計

額 

(1) ４３，０００円 

(2) ２０９円に任命権

者が定める乳幼児の

数を乗じて得た額 

(3) 職務（定期の健康

診断その他任命権者

が定める職務を除く

。） を行うため出勤

したとき。 １日に

つき１０，０００円

学校医（学校保健安全法（

昭和３３年法律第５６号） 

年額 一の学校につき

次に掲げる額の合計額
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に

第３２条第１項の規定に基

づき置かれる医師を含む 。

）及び学校歯科医 

(1) １１０，０００円

(2) ２０９円に任命権

者が定める児童生徒

等の数を乗じて得た

額 

(3) 職務（定期の健康

診断その他任命権者

が定める職務を除く

。） を行うため出勤

したとき。 １日に

つき２６，４００円

を超えない範囲内で

任命権者が定める額

学校薬剤師 年額 一の学校につき

次に掲げる額の合計額

(1) １０９，９００円

(2) 職務（任命権者が

定める職務を除く 。

）を行うため出勤し

たとき。 １日につ

き１７，６００円 

産業医 日額 ２６，４００円

投票所の投票管理者 日額 １２，８００円

期日前投票所の投票管理者 日額 １１，３００円

開票管理者及び選挙長 日額 １０，８００円

投票所の投票立会人及び不

在者投票における投票立会

人のうち選挙管理委員会が

任命したもの 

日額１０，９００円を

超えない範囲内におい

て任命権者が定める額

 

期日前投票所の投票立会人 日額９，６００円を超

えない範囲内において

任命権者が定める額 

開票立会人及び選挙立会人 日額 ８，９００円  

                             」 

改める。 

   附 則 

 この条例は、令和２年４月１日から施行する。 
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議案第 ２ ３ 号 

富山市証人等の実費弁償に関する条例の一部を改正する条例制

定の件 

富山市証人等の実費弁償に関する条例の一部を改正する条例を次の

ように定める。 

令和２年２月２８日提出 

 

              富山市長   森    雅   志 

 

   富山市証人等の実費弁償に関する条例の一部を改正する条例 

富山市証人等の実費弁償に関する条例（平成１７年富山市条例第５

４号）の一部を次のように改正する。 

第３条中「、日当」を「、鉄道賃、船賃、航空賃、車賃、日当、宿 

泊料及び食卓料（以下この条において「鉄道賃等」という。）」に、 

「日当の」を「鉄道賃等の」に改める。 

附 則 

この条例は、令和２年４月１日から施行する。 
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議案第 ２ ４ 号 

富山市の議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関

する条例の一部を改正する条例制定の件 

富山市の議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する

条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

令和２年２月２８日提出 

 

              富山市長   森    雅   志 

 

富山市の議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関 

する条例の一部を改正する条例 

富山市の議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する 

条例（平成１７年富山市条例第５５号）の一部を次のように改正する。 

 第５条第３号中「、死亡」を「死亡」に改め、同条に次の１号を加

える。 

(5) 給料を支給される職員 法第２条第４項に規定する平均給与額

の例により実施機関が市長と協議して定める額 

  附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和２年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の富山市の議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償

等に関する条例第５条の規定は、この条例の施行の日以後に発生し

た事故に起因する公務上の災害又は通勤による災害に係る補償につ

いて適用する。 
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議案第 ２ ５ 号 

富山市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例制定の件 

富山市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例を次のように

定める。 

令和２年２月２８日提出 

 

              富山市長   森    雅   志 

 

富山市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例 

富山市職員の給与に関する条例（平成１７年富山市条例第６２号）

の一部を次のように改正する。 

第１０条第１項第２号中「２２，１００円」を「２２，４００円」 

に改める。 

第２５条第１項及び第２項中「した場合」の次に 「（ 別表第６に規 

定する夜間診療等業務手当の支給を受ける場合を除く 。）」 を加える。 

 別表第６の１２医療・保健業務手当の項中 

「 

ア 医長 

イ その他の医師 

月額 ５５ , ０００円 

月額 ５０，０００円 

                        」 

「      

ア 主幹 

イ 医長 

ウ その他の医師 

月額 ６５，０００円 

月額 ５５ , ０００円 

月額 ５０，０００円 

                        」 

の１３夜間診療等業務手当の項を次のように改める。 

１３ 夜間

診療等業

務手当 

(1) 医師（管理職手当の支

給を受ける者を除く 。）

又は歯科医師（次号に該

当する者を除く 。） が正

規の勤務時間外に救急診

療等業務に従事するため

自宅における待機を命ぜ

られたとき。 

１回 ８００円 

を

に改め、同表
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 (2) 医師又は歯科医師（ア

にあっては管理職手当の

支給を受ける者に限り、

イにあっては管理職手当

の支給を受ける医師に限

る 。） が正規の勤務時間

外に次の救急診療等業務

に１時間以上従事したと

き。 

ア イ以外の救急診療等

業務 

イ 緊急かつ高度な救急

救命の処置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１時間 １，５００円

 

１時間 ５，０００円

附 則 

この条例は、令和２年４月１日から施行する。 
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議案第 ２ ６ 号 

富山市特別職の指定等に関する条例及び富山市特別職の職員の

退職手当支給条例の一部を改正する条例制定の件 

富山市特別職の指定等に関する条例及び富山市特別職の職員の退職

手当支給条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

令和２年２月２８日提出 

 

              富山市長   森    雅   志 

 

富山市特別職の指定等に関する条例及び富山市特別職の職員の 

退職手当支給条例の一部を改正する条例 

 （富山市特別職の指定等に関する条例の一部改正） 

第１条 富山市特別職の指定等に関する条例（平成２４年富山市条例

第２８号）の一部を次のように改正する。 

  第４条中「７２万円」を「７４万９，０００円」に改める。 

 （富山市特別職の職員の退職手当支給条例の一部改正） 

第２条 富山市特別職の職員の退職手当支給条例（平成１７年富山市

条例第６０号）の一部を次のように改正する。 

  第３条第１項第６号中「１００分の１８」を「１００分の２０」

に改める。 

  附 則 

この条例は、令和２年４月１日から施行する。 
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議案第 ２ ７ 号 

富山市公民館条例の一部を改正する条例制定の件 

富山市公民館条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

令和２年２月２８日提出 

            

              富山市長  森   雅  志     

 

富山市公民館条例の一部を改正する条例 

富山市公民館条例（平成１７年富山市条例第２５８号）の一部を次 

のように改正する。 

別表第１富山市立八尾公民館の項中「八尾町福島８０番地」を「八 

尾町東町２１０８番地１０」に改める。 

附 則 

 この条例は、令和２年４月１日から施行する。 
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議案第 ２ ８ 号 

富山市食品衛生条例の一部を改正する条例制定の件 

富山市食品衛生条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

令和２年２月２８日提出 

 

              富山市長   森    雅   志     

 

富山市食品衛生条例の一部を改正する条例 

富山市食品衛生条例（平成１７年富山市条例第１７２号）の一部を 

次のように改正する。 

第１条中「、食品衛生法（昭和２２年法律第２３３号。以下「法」 

という。）第５０条第２項の規定に基づく公衆衛生上講ずべき措置の 

基準」を削る。 

第２条を次のように改める。 

（食品衛生検査施設の設備及び職員の配置の基準） 

第２条 政令第８条第１項の規定による食品衛生検査施設の設備の基 

準は、次のとおりとする。 

(1) 理化学検査室、微生物検査室、動物飼育室、事務室等を設ける 

こと。 

(2) 純水装置、定温乾燥器、ディープフリーザー、電気炉、ガスク 

ロマトグラフ、分光光度計、高圧滅菌器、乾熱滅菌器、恒温培養 

器、嫌気培養装置、恒温槽その他の検査又は試験のために必要な 

機械及び器具を備えること。 

２ 政令第８条第１項の規定による食品衛生検査施設の職員の配置の 

基準は、検査又は試験のために必要な職員を置くこととする。 

第３条を削る。 

 第４条の見出し中「届出等」を「届出」に改め、同条第１項中「法 

第６２条第３項に規定する施設」を「学校、病院」に改め、「食品」 

の次に「（食品衛生法（昭和２２年法律第２３３号）第４条第１項に 

規定する食品をいう。）」を加え、同条第３項を削り、同条を第３条 
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とする。 

第５条及び第６条を削り、第７条を第４条とする。 

別表第１及び別表第２を削る。 

附  則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和２年６月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正前の富山市食品衛生条例第１条から第３条まで、第４条第３

項、第５条、別表第１及び別表第２の規定は、令和３年５月３１日 

までの間は、なおその効力を有する。 
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議案第 ２ ９ 号 

富山市浄化槽保守点検業者の登録に関する条例の一部を改正す 

る条例制定の件 

富山市浄化槽保守点検業者の登録に関する条例の一部を改正する条 

例を次のように定める。 

令和２年２月２８日提出 

 

              富山市長  森×××雅××志××××  

 

富山市浄化槽保守点検業者の登録に関する条例の一部を改正す 

る条例 

富山市浄化槽保守点検業者の登録に関する条例（平成１７年富山市 

条例第１７６号）の一部を次のように改正する。 

 第３条第２項中「３年」を「５年」に改める。 

第１１条第４項中「受けさせるよう努め」を「第３条第２項の有効 

期間ごとに１回以上受けさせ」に改める。 

附×則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和２年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の際現に受けている富山市浄化槽保守点検業者の 

登録に関する条例第３条第１項の規定による登録（同条第５項の規 

定により当該登録の有効期間の起算日がこの条例の施行の日（次項 

において「施行日」という。）以後となるものを除く。）の有効期 

間については、改正後の富山市浄化槽保守点検業者の登録に関する 

条例（次項において「新条例」という。）第３条第２項の規定にか 

かわらず、なお従前の例による。 

３ 施行日以後に受けた富山市浄化槽保守点検業者の登録に関する条 

例第３条第３項の規定による更新の登録であって、同条第５項の規 

定により当該登録の有効期間の起算日が施行日前となるものの有効 
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期間については、新条例第３条第２項の規定にかかわらず、なお従 

前の例による。 

- 100 -



 

議案第 ３ ０ 号 

富山市興行場法施行条例の一部を改正する条例制定の件 

富山市興行場法施行条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

令和２年２月２８日提出 

 

              富山市長   森    雅   志    

 

富山市興行場法施行条例の一部を改正する条例 

富山市興行場法施行条例（平成２４年富山市条例第５７号）の一部 

を次のように改正する。 

第２条第２項中第４号を削り、第５号を第４号とし、第６号から第 

８号までを１号ずつ繰り上げる。 

附 則 

この条例は、令和２年４月１日から施行する。 
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議案第 ３ １ 号 

富山市動物愛護管理員条例制定の件 

 富山市動物愛護管理員条例を次のように定める。 

  令和２年２月２８日提出 

 

              富山市長  森   雅  志    

 

   富山市動物愛護管理員条例 

 動物の愛護及び管理に関する法律（昭和４８年法律第１０５号）第 

３７条の３第１項の規定に基づき、動物愛護管理員を置く。 

   附 則 

 この条例は、令和２年６月１日から施行する。 
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議案第 ３ ２ 号 

富山市無料低額宿泊所の設備及び運営に関する基準を定める条 

例制定の件 

富山市無料低額宿泊所の設備及び運営に関する基準を定める条例を 

次のように定める。 

令和２年２月２８日提出 

 

              富山市長  森   雅  志    

 

富山市無料低額宿泊所の設備及び運営に関する基準を定める条 

例 

目次 

第１章 総則（第１条・第２条） 

第２章 基本方針（第３条） 

第３章 設備及び運営に関する基準（第４条―第３３条） 

第４章 雑則（第３４条） 

附則 

第１章 総則 

（趣旨） 

第１条 この条例は、社会福祉法（昭和２６年法律第４５号。以下「 

法」という。）第６８条の５第１項の規定に基づき、無料低額宿泊 

所（法第２条第３項第８号に規定する生計困難者のために、無料又 

は低額な料金で、簡易住宅を貸し付け、又は宿泊所その他の施設を 

利用させる事業を行う施設をいう。以下同じ。）の設備及び運営に 

関する基準を定めるものとする。 

（無料低額宿泊所の範囲） 

第２条 無料低額宿泊所は、次に掲げる事項を満たすものとする。た 

だし、他の法令により必要な規制が行われている場合その他事業の 

主たる目的が生計困難者のために無料又は低額な料金で簡易住宅を 

貸し付け、又は宿泊所その他の施設を利用させるものでないことが 
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明らかである場合は、この限りでない。 

(1) 次のいずれかの事項を満たすものであること。 

ア  入居の対象者を生計困難者に限定していること（明示的に限 

 定していない場合であっても、生計困難者に限定して入居を勧 

誘していると認められる場合を含む。）。 

イ  入居者の総数に占める生活保護法（昭和２５年法律第１４４ 

 号）第６条第１項に規定する被保護者（以下「被保護者」とい 

う。）の数の割合が、おおむね５０パーセント以上であり、居 

室の利用に係る契約が建物の賃貸借契約以外の契約であること。 

ウ  入居者の総数に占める被保護者の数の割合が、おおむね５０ 

 パーセント以上であり、利用料（居室使用料及び共益費を除く。   

 ）を受領してサービスを提供していること（サービスを提供す 

る事業者が人的関係、資本関係等において当該施設と密接な関 

係を有する場合を含む。）。 

(2) 居室使用料が無料又は生活保護法第８条に規定する厚生労働大 

 臣の定める基準（同法第１１条第３号に規定する住宅扶助に係る 

ものに限る。）に基づく額以下であること。 

第２章 基本方針 

第３条 無料低額宿泊所は、入居者が地域において自立した日常生活 

又は社会生活を営むことができるよう、現に住居を求めている生計 

困難者につき、無料又は低額な料金で、居室その他の設備を利用さ 

せるとともに、その有する能力に応じ自立した日常生活を営むこと 

ができるよう必要なサービスを適切かつ効果的に行うものでなけれ 

ばならない。 

２ 無料低額宿泊所は、入居者の意思及び人格を尊重して、常に当該 

入居者の立場に立ったサービスの提供に努めなければならない。 

３ 無料低額宿泊所は、基本的に一時的な居住の場であることに鑑み、

入居者の心身の状況、その置かれている環境等に照らし、当該入居 

者が独立して日常生活を営むことができるかどうかについて常に把 

握しなければならない。 
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４ 無料低額宿泊所は、独立して日常生活を営むことができると認め 

られる入居者に対し、当該入居者の希望、退居後に置かれることと 

なる環境等を勘案し、当該入居者の円滑な退居のための必要な援助 

に努めなければならない。 

５ 無料低額宿泊所は、地域との結び付きを重視した運営を行い、都 

道府県、市町村（特別区を含む。以下同じ。）、生計困難者の福祉 

を増進することを目的とする事業を行う者その他の保健医療サービ 

ス又は福祉サービスを提供する者との連携に努めなければならない。 

第３章 設備及び運営に関する基準 

（構造設備等の一般原則） 

第４条 無料低額宿泊所の配置、構造及び設備は、日照、採光、換気 

その他の入居者の保健衛生に関する事項及び防災について十分考慮 

されたものでなければならない。 

（設備の専用） 

第５条 無料低額宿泊所の設備は、専ら当該無料低額宿泊所の用に供 

するものでなければならない。ただし、入居者に提供するサービス 

に支障がない場合には、この限りでない。 

（職員等の資格要件） 

第６条 無料低額宿泊所の長（以下「施設長」という。）は、法第１ 

９条第１項各号のいずれかに該当する者若しくは社会福祉事業等に 

２年以上従事した者又はこれらと同等以上の能力を有すると認めら 

れる者でなければならない。 

２ 無料低額宿泊所は、当該無料低額宿泊所の職員（施設長を除く。 

）が、できる限り法第１９条第１項各号のいずれかに該当する者と 

するよう努めるものとする。 

（暴力団員等の排除） 

第７条 無料低額宿泊所の設置者（法人にあっては、その役員）及び 

職員（施設長を含む。第２３条を除き、以下同じ。）は、暴力団員 

（富山市暴力団排除条例（平成２４年富山市条例第１３号）第２条 

第２号に規定する暴力団員をいう。以下この条において同じ。）又 
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は暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者であってはなら 

ない。 

２ 無料低額宿泊所は、その運営について暴力団員の支配を受けては 

ならない。 

（運営規程） 

第８条 無料低額宿泊所は、施設の運営についての規則で定める重要 

事項に関する規程（以下「運営規程」という。）を定めなければな 

らない。 

２ 無料低額宿泊所は、運営規程を定め、又は変更したときは、市長 

に届け出なければならない。 

（非常災害対策） 

第９条 無料低額宿泊所は、消火設備その他の非常災害に際して必要 

な設備を設けるとともに、非常災害に対する具体的計画を立て、非 

常災害時の関係機関への通報及び連絡体制を整備し、それらを定期 

的に職員に周知しなければならない。 

２ 無料低額宿泊所は、非常災害に備えるため、少なくとも１年に１ 

回以上、定期的に避難、救出その他必要な訓練を行わなければなら 

ない。 

（記録の整備） 

第１０条 無料低額宿泊所は、設備、職員及び会計に関する記録を整 

備しなければならない。 

２ 無料低額宿泊所は、入居者に提供するサービスの状況に関する規 

則で定める記録を整備し、その完結の日から５年間保存しなければ 

ならない。 

（規模） 

第１１条 無料低額宿泊所は、５人以上の人員を入居させることがで 

きる規模を有するものでなければならない。 

（サテライト型住居の設置） 

第１２条 無料低額宿泊所は、本体となる施設（入居定員が５人以上 

１０人以下のものに限る。以下この条において「本体施設」という。
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）と一体的に運営される附属施設であって、利用期間が原則として 

１年以下のもの（入居定員が４人以下のものに限る。以下「サテラ 

イト型住居」という。）を設置することができる。 

２ サテライト型住居は、本体施設からおおむね２０分で移動できる 

範囲に設置する等により、入居者へのサービス提供に支障がないも 

のとする。 

３ 一の本体施設に附属することができるサテライト型住居の数は、 

次の各号に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ当該各号に定める数 

とする。 

(1) 第６条第１項及び第７条第１項の要件を満たす者が施設長のみ 

の場合 ４以下 

(2) 第６条第１項及び第７条第１項の要件を満たす者が施設長のほ 

か１人以上の場合 ８以下 

４ 無料低額宿泊所（サテライト型住居を設置するものに限る。）の 

入居定員の合計は、次の各号に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ 

当該各号に定める人数とする。 

(1) 第６条第１項及び第７条第１項の要件を満たす者が施設長のみ 

の場合 ２０人以下 

(2) 第６条第１項及び第７条第１項の要件を満たす者が施設長のほ 

か１人以上の場合  ４０人以下 

５ 無料低額宿泊所（サテライト型住居を設置するものに限る。）は、

サテライト型住居について、第１０条各項に規定する記録のほか、 

 第２２条の規定による状況把握の実施に係る記録を整備し、その完 

 結の日から５年間保存しなければならない。 

（設備の基準） 

第１３条 無料低額宿泊所の建物は、建築基準法（昭和２５年法律第 

２０１号）及び消防法（昭和２３年法律第１８６号）の規定を遵守 

するものでなければならない。 

２ 無料低額宿泊所は、消火器の設置、自動火災報知設備その他の防 

火に係る設備の整備に努めなければならない。 
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３ 無料低額宿泊所には、次に掲げる設備を設けなければならない。 

ただし、規則で定める場合にあっては、設備の一部を設けないこと 

ができる。 

(1) 居室 

(2) 炊事設備 

(3) 洗面所 

(4) 便所 

(5) 浴室 

(6) 洗濯室又は洗濯場 

４ 無料低額宿泊所には、必要に応じ、次に掲げる設備その他の施設 

の円滑な運営に資する設備を設けなければならない。 

(1) 共用室 

(2) 相談室 

(3) 食堂 

５ 第３項各号に掲げる設備の基準は、規則で定める。 

（サテライト型住居に係る設備の基準等の規定の適用） 

第１４条 前条第２項から第４項までの規定は、サテライト型住居ご 

とに適用する。 

（職員配置の基準） 

第１５条 無料低額宿泊所に置くべき職員の員数は、入居者の数及び 

提供するサービスの内容に応じた適当数とし、そのうち１人は施設 

長としなければならない。 

２ 当該無料低額宿泊所が生活保護法第３０条第１項ただし書に規定 

 する日常生活支援住居施設（以下「日常生活支援住居施設」という。

）に該当する場合は、前項の規定にかかわらず、日常生活支援住居 

施設としての職員配置の要件を満たさなければならない。 

（入居申込者に対する説明、契約等） 

第１６条 無料低額宿泊所は、居室の利用その他のサービスの提供の 

開始に際しては、あらかじめ、入居申込者に対し、運営規程の概要、

職員の勤務体制、当該サービスの内容及び費用その他の入居申込者 
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のサービスの選択に資すると認められる重要事項を記した文書を交 

付して説明を行うとともに、居室の利用に係る契約とそれ以外のサ 

ービスの提供に係る契約をそれぞれ文書により締結しなければなら 

ない。 

２ 無料低額宿泊所は、前項の契約又は当該契約の更新において、契 

約期間（１年以内のものに限る。ただし、居室の利用に係る契約に 

ついては、建物の賃貸借契約（借地借家法（平成３年法律第９０号 

）第３８条の規定による定期建物賃貸借を除く。）の場合は、１年 

とする。）及び解約に関する事項を定めなければならない。 

３ 無料低額宿泊所は、前項の契約期間の満了前に、あらかじめ入居 

者の意向を確認するとともに、法第１４条の規定に基づき都道府県 

又は市町村が設置する福祉に関する事務所（以下「福祉事務所」と 

いう。）その他の都道府県又は市町村の関係機関と、当該入居者が 

継続して無料低額宿泊所を利用する必要性について協議しなければ 

ならない。 

４ 無料低額宿泊所は、第２項の解約に関する事項において、入居者 

の権利を不当に狭めるような条件を定めてはならない。 

５ 無料低額宿泊所は、第２項の解約に関する事項において、入居者 

が解約を申し入れたときは、速やかに当該契約を終了する旨を定め 

なければならない。 

６ 無料低額宿泊所は、第１項の契約又は当該契約の更新において、 

入居申込者に対し、保証人を立てさせてはならない。 

７ 無料低額宿泊所は、入居申込者からの申出があった場合には、第 

１項の規定による文書の交付に代えて、規則で定めるところにより、

当該入居申込者の承諾を得て、当該文書に記すべき重要事項及び第 

２項の事項を電子情報処理組織を使用する方法その他の情報通信の 

技術を利用する方法により提供することができる。この場合におい 

て、当該無料低額宿泊所は、当該文書を交付したものとみなす。 

（入退居） 

第１７条 無料低額宿泊所は、入居予定者の入居に際しては、その者 
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の心身の状況、生活の状況等の把握に努めなければならない。 

２ 無料低額宿泊所は、入居者の心身の状況、入居中に提供すること 

ができるサービスの内容等に照らし、無料低額宿泊所において日常 

生活を営むことが困難となったと認められる入居者に対し、その者 

の希望、その者が退居後に置かれることとなる環境等を勘案し、そ 

の者の状態に適合するサービスに関する情報の提供を行うとともに、

適切な他のサービスを受けることができるよう必要な援助に努めな 

ければならない。 

３ 無料低額宿泊所は、入居者の退居に係る援助に際しては、福祉事 

務所その他の都道府県又は市町村の関係機関、相談等の支援を行う 

保健医療サービス又は福祉サービスを提供する者等との密接な連携 

に努めなければならない。 

（利用料の受領） 

第１８条  無料低額宿泊所は、入居者から利用料として、次に掲げる 

費用（第７号については、当該無料低額宿泊所が日常生活支援住居 

施設である場合に限る。）を受領することができる。 

(1) 食事の提供に要する費用 

(2) 居室使用料 

(3) 共益費 

(4) 光熱水費 

(5) 日用品費 

(6) 基本サービス費 

(7) 入居者が選定する日常生活上の支援に関するサービスの提供に 

要する費用 

２ 前項各号に掲げる利用料の基準は、規則で定める。 

（サービス提供の方針） 

第１９条 無料低額宿泊所は、入居者の健康保持に努めるほか、当該 

入居者が安心して生き生きと明るく生活できるよう、その心身の状 

況及び希望に応じたサービスの提供を行うとともに、生きがいをも 

って生活できるようにするための機会を適切に提供しなければなら 
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ない。 

２ 無料低額宿泊所は、入居者にとって当該無料低額宿泊所全体が１ 

つの住居であることに鑑み、入居者が共用部分を円滑に使用できる 

よう配慮した運営を行わなければならない。 

３ 無料低額宿泊所は、プライバシーの確保に配慮した運営を行わな 

ければならない。 

４ 無料低額宿泊所の職員は、入居者に対するサービスの提供に当た 

っては、懇切丁寧に行うことを旨とし、当該入居者に対し、サービ 

スの提供を行う上で必要な事項について、理解しやすいように説明 

を行わなければならない。 

（食事） 

第２０条 無料低額宿泊所は、入居者に食事を提供する場合、量及び 

栄養並びに当該入居者の心身の状況及び嗜
し

好を考慮した食事を、適 

切な時間に提供しなければならない。 

（入浴） 

第２１条 無料低額宿泊所は、入居者に対し１日に１回の頻度で入浴 

の機会を提供しなければならない。ただし、やむを得ない事情があ 

るときは、あらかじめ、当該入居者に対し当該事情の説明を行うこ 

とにより、１週間に３回以上の頻度とすることができる。 

（状況把握） 

第２２条 無料低額宿泊所は、原則として１日に１回以上、入居者に 

対し居室への訪問等の方法による状況把握を行わなければならない。 

（施設長の責務） 

第２３条 施設長は、無料低額宿泊所の職員の管理、入退居に係る調 

整、業務の実施状況の把握その他の管理を一元的に行わなければな 

らない。 

２ 施設長は、職員にこの章の規定を遵守させるために必要な指揮命 

令を行うものとする。 

（職員の責務） 

第２４条 無料低額宿泊所の職員は、入居者からの相談に応じるとと 
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もに、適切な助言及び必要な支援を行わなければならない。 

（勤務体制の確保等） 

第２５条 無料低額宿泊所は、入居者に対し、適切なサービスを提供 

できるよう、職員の勤務体制を整備しなければならない。 

２ 無料低額宿泊所は、職員に対し、その資質の向上のための研修の 

機会を確保しなければならない。 

３ 無料低額宿泊所は、職員の処遇について、労働に関する法令の規 

定を遵守するとともに、職員の待遇の向上に努めなければならない。 

（定員の遵守） 

第２６条 無料低額宿泊所は、入居定員及び居室の定員を超えて入居 

させてはならない。ただし、災害その他のやむを得ない事情がある 

場合は、この限りでない。 

（衛生管理等） 

第２７条 無料低額宿泊所は、入居者の使用する設備、食器等及び飲 

用に供する水について、衛生的な管理に努め、及び衛生上必要な措 

置を講じなければならない。 

２ 無料低額宿泊所は、当該無料低額宿泊所において感染症及び食中 

 毒並びに害虫が発生し、及びまん延しないように必要な措置を講ず 

るよう努めなければならない。 

（日常生活に係る金銭管理） 

第２８条 入居者の金銭の管理は、当該入居者本人が行うことを原則 

とする。ただし、金銭の適切な管理を行うことに支障がある入居者 

であって、無料低額宿泊所による金銭の管理を希望するものに対し、 

規則で定めるところにより、無料低額宿泊所が日常生活に係る金銭 

を管理することを妨げない。 

（掲示及び公表） 

第２９条 無料低額宿泊所は、入居者の見やすい場所に、運営規程の 

概要、職員の勤務体制その他入居者のサービスの選択に資すると認 

められる事項を掲示しなければならない。 

２ 無料低額宿泊所は、運営規程を公表するとともに、毎会計年度終 
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了後３月以内に、貸借対照表、損益計算書等の収支の状況に係る書 

類を公表しなければならない。 

（秘密保持等） 

第３０条 無料低額宿泊所の職員は、正当な理由がなく、その業務上 

知り得た入居者の秘密を漏らしてはならない。 

２ 無料低額宿泊所は、当該無料低額宿泊所の職員であった者が、正 

当な理由がなく、その業務上知り得た入居者の秘密を漏らすことが 

ないよう、必要な措置を講じなければならない。 

（広告） 

第３１条 無料低額宿泊所は、当該無料低額宿泊所について広告をす 

る場合は、その内容が虚偽又は誇大なものであってはならない。 

（苦情への対応） 

第３２条 無料低額宿泊所は、その提供したサービスに関する入居者 

の苦情に迅速かつ適切に対応するために、苦情を受け付けるための 

窓口の設置その他の必要な措置を講じなければならない。 

２ 無料低額宿泊所は、前項の苦情を受け付けた場合は、当該苦情の 

内容等を記録しなければならない。 

３ 無料低額宿泊所は、その提供したサービスに関し、市長から指導 

又は助言を受けた場合は、当該指導又は助言に従って必要な改善を 

行わなければならない。 

４ 無料低額宿泊所は、市長からの求めがあった場合には、前項の改 

善の内容を市長に報告しなければならない。 

５ 無料低額宿泊所は、法第８３条に規定する運営適正化委員会が行 

う法第８５条第１項の規定による調査にできる限り協力しなければ 

ならない。 

（事故発生時の対応） 

第３３条 無料低額宿泊所は、入居者に対するサービスの提供により 

事故が発生した場合は、速やかに市長、当該入居者の家族等に連絡 

を行うとともに、必要な措置を講じなければならない。 

２ 無料低額宿泊所は、前項の事故の状況及び事故に際して採った処 
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置について記録しなければならない。 

３ 無料低額宿泊所は、入居者に対するサービスの提供により賠償す 

べき事故が発生した場合は、損害賠償を速やかに行わなければなら 

ない。 

第４章 雑則 

（委任） 

第３４条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

附  則 

この条例は、令和２年４月１日から施行する。ただし、第１２条及 

び第１４条の規定は、令和４年４月１日から施行する。 
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議案第 ３ ３ 号 

富山市重度心身障害者医療費助成条例の一部を改正する条例制 

定の件 

富山市重度心身障害者医療費助成条例の一部を改正する条例を次の 

ように定める。 

令和２年２月２８日提出 

 

              富山市長  森   雅  志 

 

富山市重度心身障害者医療費助成条例の一部を改正する条例 

富山市重度心身障害者医療費助成条例（平成１７年富山市条例第１ 

６０号）の一部を次のように改正する。 

第２条第１項中「ある者、又は」を「あるもの 、」 に、「された者 

」を「されたもの、又は精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（ 

昭和２５年法律第１２３号）第４５条の規定により精神障害者保健福 

祉手帳の交付を受けた者であって、精神保健及び精神障害者福祉に関 

する法律施行令（昭和２５年政令第１５５号）第６条第２項の規定に 

より当該精神障害者保健福祉手帳に記載された障害等級が同条第３項 

に規定する１級であるもの」に改める。 

附 則 

この条例は、令和２年１０月１日から施行する。 
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議案第 ３ ４ 号 

富山市国民健康保険条例の一部を改正する条例制定の件 

富山市国民健康保険条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

令和２年２月２８日提出 

 

              富山市長   森    雅   志  

 

富山市国民健康保険条例の一部を改正する条例 

 富山市国民健康保険条例（平成１７年富山市条例第１６４号）の一 

部を次のように改正する。 

 第２１条中「６１０，０００円」を「６３０，０００円」に改める。 

 第３７条中「１６０，０００円」を「１７０，０００円」に改める。 

第４１条第１項第２号中「２８０，０００円」を「２８５，０００ 

円」に改め、同項第３号中「５１０，０００円」を「５２０，０００ 

円」に改める。 

   附  則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和２年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の富山市国民健康保険条例の規定は、令和２年度以後の年 

度分の保険料について適用し、令和元年度分までの保険料について 

は、なお従前の例による。 
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議案第 ３ ５ 号 

富山市保育所条例の一部を改正する条例制定の件 

富山市保育所条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

令和２年２月２８日提出 

 

              富山市長  森×××雅××志××××  

 

×××富山市保育所条例の一部を改正する条例 

×富山市保育所条例（平成１７年富山市条例第１４１号）の一部を次 

のように改正する。 

 別表第１富山市立西田地方保育所の項及び富山市立豊田保育所の項 

を削る。 

 ×  附×則 

この条例は、令和２年４月１日から施行する。 
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議案第 ３ ６ 号 

富山市幼保連携型認定こども園の学級の編制、職員、設備及び

運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条例制定の件 

富山市幼保連携型認定こども園の学級の編制、職員、設備及び運営 

に関する基準を定める条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

令和２年２月２８日提出 

 

              富山市長  森×××雅××志××××  

 

富山市幼保連携型認定こども園の学級の編制、職員、設備及び 

運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条例 

富山市幼保連携型認定こども園の学級の編制、職員、設備及び運営 

に関する基準を定める条例（平成２６年富山市条例第４８号）の一部 

を次のように改正する。 

附則第４項中「５年間」を「１０年間」に改める。 

附×則 

この条例は、令和２年４月１日から施行する。 
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議案第 ３ ７ 号 

富山市まちなか総合ケアセンター条例の一部を改正する条例制 

定の件 

富山市まちなか総合ケアセンター条例の一部を改正する条例を次の 

ように定める。 

令和２年２月２８日提出 

 

              富山市長  森   雅  志 

 

富山市まちなか総合ケアセンター条例の一部を改正する条例 

富山市まちなか総合ケアセンター条例（平成２８年富山市条例第７ 

５号）の一部を次のように改正する。 

別表通所利用の部９時３０分から１３時までの項の次に次のように 

加える。 

９時３０分から１５時３０分まで ５，１００

附 則 

この条例は、令和２年４月１日から施行する。 
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議案第 ３ ８ 号 

富山市印鑑条例の一部を改正する条例制定の件 

富山市印鑑条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

令和２年２月２８日提出 

 

              富山市長   森    雅   志 

 

富山市印鑑条例の一部を改正する条例 

富山市印鑑条例（平成１７年富山市条例第１０８号）の一部を次の 

ように改正する。 

第２条第２項中「次の各号のいずれかに該当する」を「１５歳未満 

の」に改め、同項各号を削る。 

第１４条第１項中第４号を削り、第５号を第４号とし、第６号を第 

５号とする。 

第１７条から第２０条までを削り、第２１条を第１７条とし、第２ 

２条から第２４条までを４条ずつ繰り上げる。 

附  則 

この条例は、令和２年１０月１日から施行する。ただし、第２条の 

改正規定は、公布の日から施行する。 
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議案第 ３ ９ 号 

   富山市附属機関設置条例及び富山市特別職の職員で非常勤のも

のの報酬及び費用弁償に関する条例の一部を改正する条例制定

の件 

 富山市附属機関設置条例及び富山市特別職の職員で非常勤のものの

報酬及び費用弁償に関する条例の一部を改正する条例を次のように定

める。 

令和２年２月２８日提出 

 

              富山市長  森   雅  志 

 

   富山市附属機関設置条例及び富山市特別職の職員で非常勤のも

のの報酬及び費用弁償に関する条例の一部を改正する条例 

 （富山市附属機関設置条例の一部改正） 

第１条 富山市附属機関設置条例（平成２７年富山市条例第１号）の

一部を次のように改正する。 

別表３病院事業管理者の附属機関の表富山市民病院臨床研修管理

委員会の項の次に次のように加える。 

富山市民病

院医療事故

調査委員会 

市民病院において発生

した医療事故に関する

事項について調査審議

する事務 

医療事

故ごと

に１０

人以内

委嘱の日から当

該医療事故の調

査審議が終了し

た日まで 

別表３病院事業管理者の附属機関の表富山まちなか病院倫理委員

会の項中「富山市立富山まちなか病院」の次に「（以下この表にお

いて「まちなか病院」という。）」を加え、同表に次のように加え

る。 

富山まちな

か病院医療

事故調査委

員会 

まちなか病院において

発生した医療事故に関

する事項について調査

審議する事務 

医療事

故ごと

に１０

人以内

委嘱の日から当

該医療事故の調

査審議が終了し

た日まで 

（富山市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する

条例の一部改正） 
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第２条 富山市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関

する条例（平成１７年富山市条例第５３号）の一部を次のように改

正する。 

  別表中 

 「 

介護認定審

査会及び障

害支援区分

判定審査会 

合議体の長 日額 １９，０００円   

合議体の長以

外の委員 

日額 １７，０００円

                             」  

 「 

介護認定審

査会及び障

害支援区分

判定審査会 

合議体の長 日額 １９，０００円   

合議体の長以

外の委員 

日額 １７，０００円

富山市民病

院医療事故

調査委員会

及び富山ま

ちなか病院

医療事故調

査委員会 

委員長 日額 １９，０００円

委員長以外の

委員 

日額 １７，０００円

                             」  

 改め、「障害支援区分判定審査会委員」の次に「並びに富山市民病

院医療事故調査委員会委員及び富山まちなか病院医療事故調査委員

会委員」を加える。 

附 則 

この条例は、令和２年４月１日から施行する。 

を

に
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議案第 ４ ０ 号 

   富山市病院事業の設置等に関する条例の一部を改正する条例制

定の件 

 富山市病院事業の設置等に関する条例の一部を改正する条例を次の

ように定める。 

令和２年２月２８日提出 

 

              富山市長  森   雅  志 

 

   富山市病院事業の設置等に関する条例の一部を改正する条例 

富山市病院事業の設置等に関する条例（平成１７年富山市条例第１ 

６７号）の一部を次のように改正する。 

 第４条中「第２４３条の２第８項」を「第２４３条の２の２第８項 

」に改める。 

 別表検査料の部中 

「 

内臓脂肪検査料  2,000円  

                             」  

「 

大腸ＣＴ検査料 
 

21,980円  

内臓脂肪検査料 2,000円

                             」  

改める。                               

附 則 

 この条例は、令和２年４月１日から施行する。 

を

に
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議案第 ４ １ 号 

富山市自転車競走実施条例の一部を改正する条例制定の件 

富山市自転車競走実施条例の一部を改正する条例を次のように定め 

る。 

令和２年２月２８日提出 

 

              富山市長   森    雅   志 

 

富山市自転車競走実施条例の一部を改正する条例 

富山市自転車競走実施条例（平成１７年富山市条例第２２３号）の 

一部を次のように改正する。 

第３条に次のただし書を加える。 

ただし、市長が特に必要があると認めるときは、富山競輪場以外 

の法第４条第５項に規定する競輪場において開催することができる。 

第４条中「２０円以上において市長が定める額とする」を「市長が 

別に定める」に改める。 

第６条第２項中「競技実施法人」を「他の地方公共団体、競技実施 

法人」に改める。 

附  則 

この条例は、令和２年４月１日から施行する。 
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議案第 ４ ２ 号 

富山で働き・学ぶ生き方応援奨学基金条例制定の件 

富山で働き・学ぶ生き方応援奨学基金条例を次のように定める。 

令和２年２月２８日提出 

 

              富山市長  森    雅   志 

 

富山で働き・学ぶ生き方応援奨学基金条例 

（設置） 

第１条 本市の富山で働き・学ぶ生き方応援奨学資金に充てるため、

富山で働き・学ぶ生き方応援奨学基金（以下「基金」という。）を

設置する。 

（基金の額） 

第２条 基金の額は、前条に規定する目的のため寄附された金額とす

る。 

（管理） 

第３条 基金に属する現金は、金融機関への預金その他最も確実かつ

有利な方法により保管しなければならない。 

（運用益金の処理） 

第４条 基金の運用から生ずる収益は、一般会計歳入歳出予算に計上

して、富山で働き・学ぶ生き方応援奨学資金に関する事業の財源に

充て、又はこの基金に編入するものとする。 

（処分） 

第５条 基金は、富山で働き・学ぶ生き方応援奨学資金に関する事業

の財源に充てる場合に限り、予算の定めるところにより、その全部

又は一部を処分することができる。 

（繰替運用） 

第６条 市長は、財政上必要があると認めるときは、確実な繰戻しの

方法、期間及び利率を定めて、基金に属する現金を歳計現金に繰り

替えて運用することができる。 
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（委任） 

第７条 この条例に定めるものを除くほか、基金の管理に関し必要な

事項は、市長が別に定める。 

附 則 

 この条例は、令和２年４月１日から施行する。 
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議案第 ４ ３ 号 

富山市公設地方卸売市場条例の一部を改正する条例制定の件 

富山市公設地方卸売市場条例の一部を改正する条例を次のように定 

める。 

令和２年２月２８日提出 

 

              富山市長  森   雅  志 

 

富山市公設地方卸売市場条例の一部を改正する条例 

富山市公設地方卸売市場条例（平成２２年富山市条例第６４号）の 

一部を次のように改正する。 

 目次中「第５条」を「第５条の２」に、「第５１条」を「第５１条 

の２」に、「第６３条」を「第６２条の２」に改める。 

 第１条中「及び富山県卸売市場条例（昭和４６年富山県条例第３７ 

号。以下「県条例」という。）」を削る。 

第５条第２項中「法第５８条第１項」を「第６条の２第１項」に、 

「富山県知事」を「市長」に改め、「業務」の次に「（市場に出荷さ 

れる生鮮食料品等について、その出荷者から卸売のための販売の委託 

を受け、又は買い受けて、市場において卸売をする業務をいう。以下 

同じ。）」を加え、第１章中同条の次に次の１条を加える。 

（市の責務） 

第５条の２ 市は、市場の業務の運営に関し、卸売業者、仲卸業者（ 

 第１４条第１項の規定により市長の許可を受けて、市場において仲 

卸しの業務（市長が市場内に設置する店舗において、卸売業者から 

卸売を受けた取扱品目の部類に属する物品を仕分けし、又は調整し 

て販売する業務をいう。以下同じ。）を行う者をいう。以下同じ。 

）その他の市場において売買取引を行う者（以下「取引参加者」と 

いう。）に対して不当に差別的な取扱いをしてはならない。 

 第６条の次に次の１条を加える。 

（卸売業務の許可） 
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第６条の２ 卸売の業務を行おうとする者は、市長の許可を受けなけ 

ればならない。 

２ 前項の許可は、第３条第１項の取扱品目の部類ごとに行う。 

３ 第１項の許可を受けようとする者は、規則で定めるところにより、

許可申請書を市長に提出しなければならない。 

４ 市長は、第１項の許可の申請が次の各号のいずれかに該当すると 

きは、同項の許可をしてはならない。 

(1) 申請者が破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者であると 

き。 

(2) 申請者が禁錮以上の刑に処せられた者又は法の規定に違反して 

罰金の刑に処せられた者で、その刑の執行を終わり、又はその刑 

の執行を受けることがなくなった日から起算して３年を経過しな 

いものであるとき。 

(3) 申請者が卸売の業務の許可の取消しを受け、その取消しの日か 

ら起算して３年を経過しない者であるとき。 

(4) 申請者が卸売の業務を適確に遂行するのに必要な知識及び経験 

又は資力信用を有しない者であるとき。 

(5) 申請者が仲卸業者又は卸売業者若しくは仲卸業者の役員若しく 

は使用人である者であるとき。 

(6) 申請者が法人であってその業務を執行する役員のうちに第１号 

から第３号まで又は前号のいずれかに該当する者があるとき。 

(7) その許可をすることによって卸売業者の数が前条に定める数の 

最高限度を超えることとなるとき。 

第７条第１項中「富山県知事」を「市長」に改め、「許可」の次に

「の通知」を加える。 

 第１１条の次に次の５条を加える。 

（卸売業務の許可の取消し） 

第１１条の２ 市長は、卸売業者が第６条の２第４項第１号、第２号、

第５号若しくは第６号のいずれかに該当することとなったとき、又 

はその業務を適確に遂行することができる資力信用を有しなくなっ 
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たと認めるときは、その許可を取り消すものとする。 

２ 市長は、卸売業者が次の各号のいずれかに該当するときは、その 

許可を取り消すことができる。 

(1) 正当な理由なく第６条の２第１項の許可の通知を受けた日から 

  起算して１月以内に第７条第１項の保証金を預託しないとき。 

(2) 正当な理由なく第６条の２第１項の許可の通知を受けた日から 

  起算して１月以内にその業務を開始しないとき。 

(3) 正当な理由なく引き続き１月以上その業務を休止したとき。 

(4) 正当な理由なくその業務を遂行しないとき。 

（卸売業者の事業の譲渡し及び譲受け並びに合併又は分割） 

第１１条の３ 卸売業者が事業（卸売の業務に係るものに限る。）の 

譲渡しをする場合において、譲渡人及び譲受人が譲渡し及び譲受け 

について市長の認可を受けたときは、譲受人は、卸売業者の地位を 

承継する。 

２ 卸売業者たる法人の合併の場合（卸売業者たる法人と卸売業者で 

ない法人が合併して卸売業者たる法人が存続する場合を除く。）又 

は分割の場合（卸売の業務を承継させる場合に限る。）において、 

当該合併又は分割について市長の認可を受けたときは、合併後存続 

する法人若しくは合併により設立された法人又は分割により当該卸 

売の業務を承継した法人は、卸売業者の地位を承継する。 

３ 第１項又は前項の認可を受けようとする者は、規則で定めるとこ 

ろにより、認可申請書を市長に提出しなければならない。 

４ 第６条の２第４項の規定は、第１項又は第２項の認可について準 

用する。この場合において、第６条の２第４項中「第１項の許可の 

申請」とあるのは「第１１条の３第１項又は第２項の認可の申請」

と、「申請者」とあるのは「その申請に係る譲受人又は合併後存続 

する法人若しくは分割により当該卸売の業務を承継する法人」と読 

み替えるものとする。 

（卸売業務の相続） 

第１１条の４ 卸売業者が死亡した場合において、相続人（相続人が 
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２人以上ある場合において、その協議により当該卸売業者の卸売の 

業務を承継すべき相続人を定めたときは、その者。以下この条にお 

いて同じ。）が、被相続人の行っていた卸売の業務を引き続き営も 

うとするときは、市長の認可を受けなければならない。 

２ 前項の認可の申請は、被相続人の死亡の日から起算して６０日以 

内にしなければならない。 

３ 相続人が前項の認可の申請をした場合においては、被相続人の死 

亡の日からその認可があった旨又はその認可をしない旨の通知を受 

ける日までの間は、被相続人に対してした第６条の２第１項の許可

は、その相続人に対してしたものとみなす。 

４ 第１項の認可を受けようとする者は、規則で定めるところにより、

認可申請書を市長に提出しなければならない。 

５ 第６条の２第４項の規定は、第１項の認可について準用する。こ 

の場合において、第６条の２第４項中「第１項の許可の申請」とあ 

るのは「第１１条の４第１項の認可の申請」と読み替えるものとす

る。 

６ 第１項の認可を受けた者は、卸売業者の地位を承継する。 

（名称変更等の届出） 

第１１条の５ 卸売業者は、次の各号のいずれかに該当するときは、 

遅滞なく、その旨を市長に届け出なければならない。 

(1) 卸売の業務を開始し、休止し、又は再開したとき。 

(2) 氏名若しくは名称又は住所を変更したとき。 

(3) 商号を変更したとき。 

(4) 法人である場合にあっては、資本若しくは出資の額又は役員を 

変更したとき。 

(5) 卸売の業務を廃止したとき。 

２ 卸売業者が死亡し、又は解散したときは、当該卸売業者の相続人 

又は清算人は、遅滞なく、その旨を市長に届け出なければならない。 

（事業報告書の提出等） 

第１１条の６ 卸売業者は、卸売市場法施行規則（昭和４６年農林省 
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令第５２号）第２１条第１項に定めるところにより、事業報告書を 

作成し、これを市長に提出するとともに、当該事業報告書（同条第 

３項に規定する財務に関する情報が記載された部分に限る。）につ 

いて閲覧の申出があった場合には、同条第４項に規定する正当な理 

由がある場合を除き、これを閲覧させなければならない。 

第１２条第３項第１号中「破産者で」を「破産手続開始の決定を受 

けて」に改め、同項第２号中「禁錮
こ

」を「禁錮」に改める。 

 第１３条中「（次条第１項の規定により市長の許可を受けて仲卸し 

の業務（市長が市場内に設置する店舗において、市場の卸売業者から 

卸売を受けた取扱品目の部類に属する物品を仕分けし、又は調整して 

販売する業務をいう。以下同じ。）を行う者をいう。以下同じ。）」 

を削る。 

第１４条第４項第１号中「破産者で」を「破産手続開始の決定を受 

けて」に、「もの」を「者」に改め、同項第２号中「禁錮
こ

」を「禁錮 

」に改め、同項第３号及び第５号中「市場の」を削り、同項第６号中

「及び」を「又は」に改める。 

 第１８条第１項中「市場における」を削り、同条第２項中「市場に 

おける」を削り、「当該業務」を「当該仲卸しの業務」に改め、同条 

第４項中「当該」の次に「仲卸しの」を加える。 

 第１９条第１項中「市場における」を削り、「その者」の次に「。 

以下この条において同じ。」を加える。 

 第２０条第１項第４号中「又は」を「若しくは」に、「及び」を「 

又は」に改める。 

第２２条第４項第１号中「破産者で」を「破産手続開始の決定を受 

けて」に、「もの」を「者」に改め、同項第４号中「及び」を「又は 

」に改める。 

 第２６条第１項第１号中「破産者で」を「破産手続開始の決定を受 

けて」に、「もの」を「者」に改め、同項第２号中「禁錮
こ

」を「禁錮 

」に改める。 

第３４条及び第３５条を次のように改める。 
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第３４条 削除 

（売買取引の条件の公表） 

第３５条 卸売業者は、規則で定めるところにより、その取扱品目そ 

の他売買取引の条件（売買取引に係る金銭の収受に関する条件を含

む。）を公表しなければならない。 

 第４２条の見出し中「報告」を「報告等」に改め、同条第１項中「 

次に掲げる」を「当日卸売をする」に改め、「当該物品ごとに」を削 

り、同項各号を削り、同条第２項中「次に掲げる」を「当日卸売をし 

た」に改め、同項各号を削り、同条に次の１項を加える。 

３ 卸売業者は、規則で定めるところにより、卸売の数量及び価格そ 

の他の売買取引の結果（売買取引に係る金銭の収受の状況を含む。 

）その他の公正な生鮮食料品等の取引の指標となるべき事項として 

規則で定めるものを定期的に公表しなければならない。 

第３章中第５１条の次に次の１条を加える。 

（決済の方法） 

第５１条の２ 市場における売買取引の決済は、第４４条から前条ま 

でに定めるもののほか、取引参加当事者間で決定した支払方法によ

り、取引参加当事者間で決定した支払期日までに行わなければなら 

ない。 

 第５２条第１項を削り、同条第２項中「前項の規則で定める物品の 

品質管理の方法に従わ」を「食品衛生法（昭和２２年法律第２３３号 

）その他の関係法令を遵守し、生鮮食料品等を適正に管理し」に改め、

同項を同条とする。 

 第６章中第６２条の次に次の１条を加える。 

（指導及び助言） 

第６２条の２ 市長は、この条例の規定を取引参加者に遵守させるた 

め、これに必要な限度において、取引参加者に対し、指導及び助言 

その他の措置をとることができる。 

 第６５条第１項中「科し」の次に「、第６条の２第１項の許可を取 

り消し」を加える。 
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 第６６条第１項中「県条例第２２条及び第２２条の２第１項の規定 

に基づき」を「市場の業務の運営及び売買取引に関し必要な事項を調 

査審議させるため」に改め、同条第５項中「委員会」を「協議会」に 

改める。 

第６７条を次のように改める。 

第６７条 削除 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和２年６月２１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の日の前日までに、卸売市場法及び食品流通構造 

改善促進法の一部を改正する法律（平成３０年法律第６２号）第１ 

条の規定による改正前の卸売市場法（昭和４６年法律第３５号）の 

規定によりなされた処分、手続その他の行為は、この条例による改 

正後の富山市公設地方卸売市場条例の相当規定によりなされたもの 

とみなす。 
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議案第 ４ ４ 号 

富山市漁港管理条例の一部を改正する条例制定の件 

富山市漁港管理条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

令和２年２月２８日提出 

 

              富山市長  森   雅  志 

 

富山市漁港管理条例の一部を改正する条例 

 富山市漁港管理条例（平成１７年富山市条例第２２２号）の一部を 

次のように改正する。 

 第８条第４項中「１月（工作物の設置を目的とする占用にあっては 

３年 ）」 を「１０年」に改める。 

 第１５条第４号中「第１４条」を「前条第１項」に改める。 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 
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議案第 ４ ５ 号 

富山市林道条例の一部を改正する条例制定の件 

富山市林道条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

令和２年２月２８日提出 

 

              富山市長   森    雅   志  

 

富山市林道条例の一部を改正する条例 

富山市林道条例（平成１７年富山市条例第２２０号）の一部を次の 

ように改正する。 

別表大山小原線の項を削る。 

   附 則 

この条例は、令和２年４月１日から施行する。 
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を

に

議案第 ４ ６ 号 

富山市手数料条例の一部を改正する条例制定の件 

富山市手数料条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

令和２年２月２８日提出 

 

              富山市長   森    雅   志  

 

富山市手数料条例の一部を改正する条例 

 富山市手数料条例（平成１７年富山市条例第１０６号）の一部を次 

のように改正する。 

別表２標準事務以外の事務に係る手数料の表８５の８の項中「場合 

」の次に「（３に掲げる場合を除く。）」を加え、 

「 

  オ  建築物の床面積

の合計が２５，０

００平方メートル

以上のもの ８７

０，０００円 

                             」 

「 

  オ  建築物の床面積

の合計が２５，０

００平方メートル

以上のもの ８７

０，０００円 

 ３  建築物のエネルギ

ー消費性能の向上に

関する法律第２９条

第１項の規定に基づ

く申請がある場合に

おける当該申請に係

る他の建築物（同条

第３項に規定する他

の建築物をいう。以

下この項、８５の９

の項、８５の１２の

項及び８５の１４の 

８５の１１の項の１の

(3) イに掲げる額 
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を

に

 項において同じ。）

であるとき又は同法

第３０条第１項の規

定に基づく認定を受

けた他の建築物であ

る場合 

 

                             」 

改め、同表８５の９の項中「場合」の次に「（３に掲げる場合を除く。

）」を加え、 

「 

  オ  建築物の床面積

の合計が２５，０

００平方メートル

以上のもの ５３

０，０００円 

                             」 

「 

  オ  建築物の床面積

の合計が２５，０

００平方メートル

以上のもの ５３

０，０００円 

 ３  建築物のエネルギ

ー消費性能の向上に

関する法律第２９条

第１項の規定に基づ

く申請がある場合に

おける当該申請に係

る他の建築物である

とき又は同法第３０

条第１項の規定に基

づく認定を受けた他

の建築物である場合 

８５の１１の項の１の

(3) イに掲げる額 

                             」 

改め、同表８５の１２の項中「（建築物のエネルギー消費性能の向上 

に関する法律第２９条第３項に規定する他の建築物をいう。８５の１ 

４の項において同じ。）」を削り、同表８５の１５の項第１号中「第 

１条第１項第２号イ (1) 及びロ (1) に規定する基準（以下この項にお 
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いて「性能基準」という。）」を「第１条第１項第２号イ (2) 及びロ

(2) に規定する基準による評価方法（以下この項において「簡易計算 

法」という。）並びに同号イ (3) 及びロ (3) に規定する基準による評 

価方法（以下この項において「仕様確認法」という。）以外の評価方 

法」に、「建築物エネルギー消費性能基準等を定める省令第１条第１ 

項第２号イ (2) 及びロ (2) に規定する基準（以下この項において「仕 

様基準」という。）」を「簡易計算法又は仕様確認法」に改め、同項 

第２号中「性能基準」を「簡易計算法及び仕様確認法以外の評価方法 

」に、「仕様基準」を「簡易計算法又は仕様確認法」に改める。 

附  則 

この条例は、令和２年４月１日から施行する。 
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議案第 ４ ７ 号 

   富山市市街化調整区域における開発行為等の許可の基準に関す 

る条例の一部を改正する条例制定の件 

富山市市街化調整区域における開発行為等の許可の基準に関する条 

例の一部を改正する条例を次のように定める。 

  令和２年２月２８日提出 

  

              富山市長  森   雅  志     

 

富山市市街化調整区域における開発行為等の許可の基準に関す 

る条例の一部を改正する条例 

富山市市街化調整区域における開発行為等の許可の基準に関する条 

例（平成１８年富山市条例第３８号）の一部を次のように改正する。 

題名を次のように改める。 

   富山市開発行為等の許可の基準に関する条例 

第１条中「第３３条第４項」を「第３３条第３項及び第４項」に改 

め、「市街化調整区域における」を削る。 

第７条を第８条とする。 

第６条第２項第１号中「第５条第２項各号」を「前条第２項各号」 

に改め、同条を第７条とし、第２条から第５条までを１条ずつ繰り下 

げる。 

第１条の次に次の１条を加える。 

（法第３３条第３項の条例で定める技術的細目に定められた制限の 

緩和） 

第２条 政令第２５条第６号の技術的細目に定められた制限における 

開発区域の面積の最低限度は、法第３３条第３項の規定により、１ 

ヘクタールとする。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和２年４月１日から施行する。 
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（経過措置） 

２ この条例の施行の日前に都市計画法（昭和４３年法律第１００号 

）第２９条又は第３５条の２の規定によりされた許可の申請であっ 

て、この条例の施行の際、許可又は不許可の処分がされていないも 

のに係る許可の基準については、改正後の富山市開発行為等の許可 

の基準に関する条例第２条の規定にかかわらず、なお従前の例によ

る。 
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議案第 ４ ８ 号 

富山市まちなか賑わい広場等条例の一部を改正する条例制定の 

件 

富山市まちなか賑わい広場等条例の一部を改正する条例を次のよう

に定める。 

令和２年２月２８日提出 

 

              富山市長  森   雅  志 

 

富山市まちなか賑わい広場等条例の一部を改正する条例 

富山市まちなか賑わい広場等条例（平成１９年富山市条例第２６号 

）の一部を次のように改正する。 

別表第２（備考を除く 。） を次のように改める。 

別表第２（第８条関係） 

種別 使用時間区分による金額

（円） 

超過料金１

時間につき

（円） 10 時

～ 14

時 

14 時

～ 18

時 

18 時

～ 22

時 

10 時

～ 22

時 

第３条第１項第

１号、第２号及

び第４号に掲げ

る行為をする場

合 

平 日   660   830   830 1,650         250

日 曜 日

、 土 曜

日 及 び

休 日 

1,100 1,380 1,380 2,750         420

附属設備 規則で定める額 

別表第２備考に次のように加える。 

  ４ 使用者が第５条第１項の規定により承認を受けた者である場 

   合であって、当該承認に係る第３条第１項第１号、第２号又は 

第４号に掲げる行為をする者が複数あるときの使用料（附属設 

備の使用料を除く 。） の額は、この表に定める額に当該行為を 

する者の数を乗じて得た額とする。 

附 則 

この条例は、令和２年４月１日から施行する。 
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議案第 ４ ９ 号 

富山市水道事業、工業用水道事業及び公共下水道事業の設置等 

に関する条例の一部を改正する条例制定の件 

富山市水道事業、工業用水道事業及び公共下水道事業の設置等に関 

する条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

令和２年２月２８日提出 

 

              富山市長  森   雅  志  

 

富山市水道事業、工業用水道事業及び公共下水道事業の設置等 

に関する条例の一部を改正する条例 

富山市水道事業、工業用水道事業及び公共下水道事業の設置等に関 

する条例（平成１７年富山市条例第２９３号）の一部を次のように改 

正する。 

第７条中「第２４３条の２第８項」を「第２４３条の２の２第８項 

」に改める。 

附 則 

この条例は、令和２年４月１日から施行する。 
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議案第 ５ ０ 号 

富山地区広域圏事務組合規約の変更に関する件 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２８６条第１項の規定に 

より、富山地区広域圏事務組合規約を次のとおり変更することについ 

て、市議会の議決を求める。 

  令和２年２月２８日提出 

 

富山市長  森   雅  志     

 

   富山地区広域圏事務組合規約の一部を変更する規約 

富山地区広域圏事務組合規約（昭和４７年６月２７日議決）の一部 

を次のように変更する。 

 第４条中第５号を第６号とし、第４号の次に次の１号を加える。 

 (5) 有害鳥獣焼却施設の設置及び管理 

   附 則 

この規約は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２８６条第 

１項の規定に基づく富山県知事の許可があった日から施行する。 
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議案第 ５ １ 号 

財産の無償譲渡の件 

次のとおり建物を無償譲渡するため、地方自治法（昭和２２年法律 

第６７号）第９６条第１項第６号の規定により、市議会の議決を求め 

る。 

令和２年２月２８日提出 

 

              富山市長  森   雅  志  

 

               記 

 

１ 無償で譲渡する建物 

 ア）富山市立西田地方保育所 

   (1) 場   所 富山市西田地方町二丁目１０番３０号 

   (2) 構   造 鉄筋コンクリート造平屋建一部鉄骨造 

   (3) 床 面 積 １，８４３．０９㎡ 

 

２ 譲 渡 の 目 的 社会福祉法人富山国際学園福祉会保育事業用施 

          設 

 

３ 譲 渡 の 相 手 方 富山市願海寺水口４４４番地 

          社会福祉法人富山国際学園福祉会 

          理事長 金岡 克己 
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議案第 ５ ２ 号 

財産の無償譲渡の件 

次のとおり建物を無償譲渡するため、地方自治法（昭和２２年法律 

第６７号）第９６条第１項第６号の規定により、市議会の議決を求め 

る。 

令和２年２月２８日提出 

 

              富山市長  森   雅  志  

 

               記 

 

１ 無償で譲渡する建物 

 ア）富山市立豊田保育所 

   (1) 場   所 富山市豊田本町一丁目２番３号 

   (2) 構   造 鉄筋コンクリート造２階建 

   (3) 床 面 積 １，６９１．００㎡ 

 

２ 譲 渡 の 目 的 社会福祉法人相幸福祉会保育事業用施設 

           

３ 譲 渡 の 相 手 方 富山市豊城町１５番７号 

          社会福祉法人相幸福祉会 

          理事長 相澤 実希 
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議案第 ５ ３ 号 

財産の無償譲渡の件 

次のとおり土地及び建物を無償譲渡するため、地方自治法（昭和２ 

２年法律第６７号）第９６条第１項第６号の規定により、市議会の議 

決を求める。 

令和２年２月２８日提出 

 

              富山市長  森   雅  志  

 

               記 

 

１ 無償で譲渡する財産 

 ア）土地 

   (1) 場   所 富山市高木東７９番 

   (2) 面   積 １８３．２５㎡ 

 

 イ）建物 

  (1) 高木地区公民館 

    ①場   所 富山市高木東７９番 

    ②構   造 軽量鉄骨造平屋建 

    ③床 面 積 １１１．３３㎡ 

 

２ 譲 渡 の 目 的 高木自治会集会用施設 

 

３ 譲 渡 の 相 手 方 富山市高木２１４７番地２ 

          高木自治会 

          会長 中村 勇 
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議案第 ５ ４ 号 

市道路線の認定及び廃止の件 

 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第８条第２項及び第１０条第 

３項の規定により、市道路線を次のとおり認定及び廃止する。 

  令和２年２月２８日提出 

 

              富山市長  森   雅  志     
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 市道認定調書 

図面対照

番  号 
路   線   名 

    起          点    

    終          点 

 8- 145  安 養 坊 １ ６ 号 線 
富山市 安 養 坊 字 道 心  215番   3地先

富山市 安 養 坊 字 道 心  215番   7地先

 8- 146  五 艘 ３ ２ 号 線 
富山市 五 艘 字 村 中 1125番   8地先

富山市 五 艘 字 村 中 1125番   1地先

 8- 147  五 艘 ３ ３ 号 線 
富山市 五 艘 字 村 中 1146番  2地先

富山市 五 艘 字 狐 田 割  456番   4地先

 8- 148  五 艘 ３ ４ 号 線 
富山市 五 艘 字 村 中 1160番  15地先

富山市 五 艘 字 狐 田 割  454番   1地先

 8- 149  五 艘 ３ ５ 号 線 
富山市 五 艘 字 村 中 1160番  13地先

富山市 五 艘 字 村 中 1160番   8地先

 8- 150  五 艘 ３ ６ 号 線 
富山市 五 艘 字 村 中 1160番  20地先

富山市 五 艘 字 村 中 1160番  16地先

 8- 151  五 艘 ３ ７ 号 線 
富山市 五 艘 字 川 中 割  383番  11地先

富山市 五 艘 字 川 中 割  383番  29地先

 8- 152  五 艘 ３ ８ 号 線 
富山市 五 艘 字 川 中 割  383番  20地先

富山市 五 艘 字 川 中 割  383番  23地先

 9- 168  五 福 ３ ７ 号 線 
富山市 五 福 字 御 用 地 4997番  22地先

富山市 五 福 字 御 用 地 4997番  19地先

 9- 169  五 福 ３ ８ 号 線 
富山市 五 福 字 早 稲 田 5566番   1地先

富山市 五 福 字 早 稲 田 5619番   1地先

 9- 170  寺 町 １ ６ 号 線 
富山市 寺 町 字 川 原 田  778番   1地先

富山市 寺 町 字 川 原 田  737番   9地先

 9- 171  寺 町 １ ７ 号 線 
富山市 寺 町 字 川 原 田  737番   7地先

富山市 寺 町 字 川 原 田  754番   5地先

13- 177  中 田 １ ９ 号 線 
富山市 中 田 二 丁 目    98番   3地先

富山市 中 田 二 丁 目    97番   7地先
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図面対照

番  号 
路   線   名 

    起           点    

    終           点 

13- 225  海岸通り２３号線 
富山市 海 岸 通 字 極 楽 田 割    11番   1地先

富山市 海 岸 通 字 極 楽 田 割    11番   3地先

17- 231  下 赤 江 １ ７ 号 線 
富山市 下赤江町一丁目字捨莚   10番  11地先

富山市 下赤江町一丁目字捨莚   10番   2地先

17- 234  下 赤 江 １ ９ 号 線 
富山市 下赤江町二丁目字神田   22番   1地先

富山市 下赤江町二丁目字神田   22番   8地先

17- 235  中 冨 居 ２ ２ 号 線 
富山市 上 冨 居 二 丁 目   50番  13地先

富山市 中 冨 居   75番  12地先

17- 236  中 冨 居 ２ ３ 号 線 
富山市 中 冨 居   29番  24地先

富山市 中 冨 居   75番  23地先

18- 353  窪 本 町 １ ３ 号 線 
富山市 窪 本 町 字 東 苗 代 割    5番    地先

富山市 窪 本 町 字 笹 山 割   89番   1地先

18- 354  窪 本 町 １ ４ 号 線 
富山市 窪 本 町 字 笹 山 割   92番  24地先

富山市 窪 本 町 字 東 苗 代 割    6番   8地先

19- 461  上飯野新町４７号線 
富山市 上 飯 野 新 町 三 丁 目  406番  16地先

富山市 新 庄 町 字 道 田 割   17番  14地先

19- 556  新 庄 町 １ ９ 号 線 
富山市 上 飯 野 新 町 三 丁 目  240番  35地先

富山市 新 庄 町 字 道 田 割   17番   5地先

19- 557  新 庄 町 ２ ０ 号 線 
富山市 新 庄 町 字 道 田 割   17番   7地先

富山市 新 庄 町 字 道 田 割   17番  18地先

20-  47  新 金 代 １ ４ 号 線 
富山市 新 金 代 二 丁 目   76番    地先

富山市  開   687番  29地先

20- 408  開 ４ ２ 号 線 
富山市  開   687番  37地先

富山市  開   687番  37地先

20- 409  開 ４ ３ 号 線 
富山市  開   677番   1地先

富山市  開   677番  14地先
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図面対照

番  号 
路   線   名 

    起           点    

    終           点 

20- 410  開 ４ ４ 号 線 
富山市  開   677番  22地先

富山市  開   691番   1地先

20- 411  開 ４ ５ 号 線 
富山市  開   700番   1地先

富山市  開   677番  38地先

20- 412  藤 木 ７ ３ 号 線 
富山市 藤 木 2167番   8地先

富山市 藤 木 2167番   7地先

20- 413  藤 木 ７ ４ 号 線 
富山市 藤 木 2538番   3地先

富山市 藤 木 2538番   7地先

22- 662  中 川 原 ３ ３ 号 線 
富山市 中 川 原 字 大 砂 田 割    1番  10地先

富山市 中 川 原 字 大 砂 田 割   21番   2地先

22- 663  山 室 ５ ４ 号 線 
富山市 山 室 字 西 田 割   46番   4地先

富山市 山 室 字 西 田 割   79番   5地先

22- 664  山 室 ５ ５ 号 線 
富山市 山 室 字 西 田 割   79番   7地先

富山市 山 室 字 西 田 割   46番  30地先

22- 665  中 川 原 ３ ４ 号 線 
富山市 中 川 原 字 中 野 島 割  293番  13地先

富山市 中 川 原 字 中 野 島 割  293番   5地先

22- 666  中 川 原 ３ ５ 号 線 
富山市 中 川 原 字 中 野 島 割  173番  13地先

富山市 中 川 原 字 中 野 島 割  190番   1地先

23- 474  堀 川 ２ ７ 号 線 
富山市 堀 川 町  389番  11地先

富山市 堀 川 町  389番   7地先

24- 269  黒 瀬 １ １ 号 線 
富山市 黒 瀬 字 大 屋 割  124番   4地先

富山市 黒 瀬 字 大 屋 割  153番  20地先

24- 415  黒 瀬 ３ １ 号 線 
富山市 黒 瀬 字 大 屋 割  153番  26地先

富山市 黒 瀬 字 大 屋 割  153番  15地先

24- 416  黒 瀬 ３ ２ 号 線 
富山市 黒 瀬 字 大 屋 割  138番  10地先

富山市 黒 瀬 字 大 屋 割   98番   6地先
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図面対照

番  号 
路   線   名 

    起           点    

    終           点 

24- 417  黒 瀬 ３ ３ 号 線 
富山市 黒 瀬 字 大 屋 割   98番   4地先

富山市 黒 瀬 字 大 屋 割   98番   3地先

24- 418  赤 田 ７ ０ 号 線 
富山市 赤 田  287番   2地先

富山市 赤 田  287番  16地先

24- 419  蜷 川 ９ 号 線 
富山市 蜷 川  118番   1地先

富山市 蜷 川   35番   2地先

25- 220  塚 原 ９ 号 線 
富山市 塚 原 字 杉 本 割  202番   6地先

富山市 塚 原 字 杉 本 割  202番   3地先

25- 221  西 荒 屋 ２ ５ 号 線 
富山市 西 荒 屋  669番  12地先

富山市 西 荒 屋  669番  15地先

82- 553  田 島 １ ３ 号 線 
富山市 婦 中 町 田 島  780番   4地先

富山市 婦 中 町 田 島  780番   1地先
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市道廃止調書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図面対照

番  号 
路   線   名 

    起          点    

    終          点 

13- 177  中 田 １ ９ 号 線 
富山市 中 田 字 出 戸   98番   3地先

富山市 中 田 字 出 戸  213番   7地先

17- 231  下 赤 江 １ ７ 号 線 
富山市 下赤江町一丁目字捨莚   10番   6地先

富山市 下赤江町一丁目字捨莚   10番   8地先

17- 232  下 赤 江 １ ８ 号 線 
富山市 下赤江町一丁目字捨莚   10番  11地先

富山市 下赤江町一丁目字捨莚   10番  12地先

19- 461  上飯野新町４７号線 
富山市 上 飯 野 新 町 三 丁 目  406番  16地先

富山市 上 飯 野 新 町 三 丁 目  407番  14地先

20-  47  新 金 代 １ ４ 号 線 
富山市 新 金 代 二 丁 目   76番    地先

富山市 新 金 代 二 丁 目   86番    地先

24- 269  黒 瀬 １ １ 号 線 
富山市 黒 瀬 字 大 屋 割  124番   4地先

富山市 黒 瀬 字 大 屋 割  124番  14地先
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